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令 和３年３ 月１６日 

総合教育政策局長決定 
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１ 趣旨 

 柔軟な制度的特性を生かしながら産業構造の変化や各地域のニーズ等に対応した実

践的な職業教育を行う専修学校の人材養成機能を充実・強化し、地域産業の発展を支

える中核的な人材養成機関としての専修学校の役割の充実等を図るため、分野に応じ

た中長期的な人材育成に向けた協議体制の構築及びこれからの時代に対応した教育プ

ログラム等の開発を進める。 

 

２ 委託事業の内容 

これからの時代に求められる多面的・重層的な諸課題に的確に対応した教育実践を

進めるための教育プログラム等の開発を行う。 

（１）専修学校と業界団体等との連携による DX 人材養成プログラムの開発・実証 

日本における喫緊の課題であるデジタル人材養成・確保に向け、専修学校にお

いて効率的にデジタルスキル等を学ぶため、各業界・分野において、専修学校と

業界団体とが連携し、就職までに生徒に求められるデジタルリテラシーやスキル

を明らかにしたうえで、効率的にそれらを生徒に身に付けることができるモデル

プログラムを構築する。 

（２）専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証 

これからの時代を担う地域の中核的な職業人材を養成するため、専門学校と高

等学校、教育委員会等の行政及び企業が協働で、職業に関する意識の涵養や早期

から育成すべき基礎的素養を高等学校段階で養成し、社会的ニーズに応じた専門

的な職業教育を専門学校において実施する高・専一貫の教育プログラムを開発す

るモデルを構築する。 

（３）分野横断連絡調整会議の設置 

（１）又は（２）における各取組の進捗状況についての連絡調整を行い、各取

組の事業成果を体系的にとりまとめ、専修学校と業界団体等との連携による DX

人材養成プログラム又は専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの普及・定

着方策を提示する。 

 



３ 事業の委託先 

 事業の実施に当たっては、教育機関、産業界、行政機関をはじめとした複数の機関

が連携した体制を構築することとし、契約の相手方は、それぞれ以下のとおりとする。 

（１）専修学校と業界団体等との連携による DX 人材養成プログラムの開発・実証 

事業を実施する代表機関となる、法人格を有する団体。ただし、専修学校と連

携し、必要な協力を得られることが明確になっている各職業や業界に関する団体

に限る。 

（２）専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証 

事業を実施する代表機関となる学校法人及び地方公共団体。ただし、同一法人

以外の専門学校と高等学校に、行政機関と企業を加えた四者が連携し、必要な協

力を得られることが明確になっている団体に限る。 

（３）分野横断連絡調整会議の設置 

事業を実施する代表機関となる、法人格を有する団体 

 

４ 委託期間 

（１）契約期間は、委託を受けた日から事業が終了する日までとする。ただし、契約

日が属する年度をまたぐことはできない。 

（２）複数年度の実施を前提に採択された場合には、当該年度の事業実績の見込みに

係る中間報告及び翌年度の事業計画を基に審査を行い、事業の継続を判断するも

のとする。ただし、事業の継続翌年度の契約は、当該年度の最終的な事業実績を

基に、本委託事業遂行に問題がないことを確認したうえで締結することとする。

その際、契約の締結は年度毎に行うものとする。 

（３）上記（２）の中間報告について必要な事項は別に定める。 

 

５ 委託手続 

（１）上記２の事業の受託を希望する者は、企画提案書（様式１）を文部科学省に提

出する。 

（２）文部科学省は、上記（１）により提出された企画提案書等の内容を検討し、内

容が適切であると認めた場合、委託を決定する。 

（３）委託決定の通知を受領した者は、事業計画書（様式２）を文部科学省に提出し、

当該事業計画書を基に契約を締結する。 

 

６ 委託経費 

（１）文部科学省は、事業計画の規模・内容等を勘案し、予算の範囲内で事業に要す

る経費（人件費、事業費（諸謝金・旅費・借損料・消耗品費・会議費・通信運搬

費・雑役務費・保険料）、一般管理費、再委託費、消費税相当額）を委託費とし

て支出する。 

（２）文部科学省は、事業の委託先が委託要項等に違反したとき、又は事業の遂行が

困難であると認めたときは、委託契約の解除や経費の全部又は一部について返還

を命じることができる。 



（３）委託費の支払いは、実績報告書（様式３）に基づき、その額が確定した後に支

払う精算払いを原則とする。ただし、委託先の申し出を受けて、事業完了前に必

要があると文部科学省が認めるときは、契約額の全部又は一部を概算払いするこ

とができる。 

 

７ 再委託 

（１）事業の実施に当たっては、委託事業の全部を第三者に委託してはならない。 

（２）この委託事業を実施するに当たり、委託先が実施する事業の一部を第三者に委

託（以下「再委託」という。）することが事業を実施する上で合理的であると認

められるものについては、再委託することができる。 

（３）委託事業を再委託する場合は、再委託した業務に伴う当該第三者の行為につい

て、文部科学省に対し全ての責任を負うものとする。 

 

８ 事業完了の報告 

 委託先は、事業が完了したとき又は委託契約期間が満了したときは、事業が完了し

た日（契約を解除した日を含む）から１０日を経過した日、又は契約満了日のいずれ

か早い日までに、実績報告書及び成果物（成果報告書、その他事業を実施する上で得

た成果物）、その他文部科学省が必要と認める資料について、文部科学省に提出しな

ければならない。  

 

９ 委託費の額の確定 

（１）文部科学省は、上記８により提出された実績報告書について調査及び必要に応

じて現地調査等を行い、その内容が適正であると認めたときは、委託費の額を確

定し、様式４により委託先に通知するものとする。 

（２）上記（１）の確定額は、事業に要した額と委託契約額のいずれか低い額とする。 

 

10 成果の普及・活用 

 本事業の実施により得られた成果は、文部科学省及び委託先のＷＥＢページ及びＳ

ＮＳ等において公開するとともに、事業に参画する教育機関や企業・業界団体等を通

じて、全国での活用を促すものとする。併せて、成果報告書等の関係機関等への配布、

成果の活用状況等の把握を行うなど、当該分野の人材養成を所管する省庁の協力も得

つつ、本事業により得られた成果が広く普及・活用されるよう努めるものとする。ま

た、文部科学省が行う委託事業の成果の活用状況の把握等に協力するものとする。 

 

11 その他 

（１）文部科学省は、委託先における事業の実施が本事業の趣旨に反すると認められ

るときには、必要な是正措置を講じるよう求める。 

（２）文部科学省は、事業の実施に当たり、委託先の求めに応じて指導・助言を行う

とともに、その効果的な運営を図るために協力する。 

（３）文部科学省は、必要に応じ、本委託事業の実施状況及び経理処理状況について、



実態調査を行うことができる。 

（４）この要項に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は別に定める。 

 



事業名 〇〇〇〇のための□□□□事業（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ１４ポイント）

提案者名 学校法⼈〇〇学園 △△専⾨学校（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ１４ポイント）

事業の趣旨・⽬的
①〇〇〇〇〇〇〇〇⑩〇〇〇〇〇〇〇〇〇⑳〇〇〇〇〇〇〇〇〇㉚
②
③ （MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上）
④ （１⾏ ３０⽂字 × 25⾏以内）
⑤ ※750⽂字以内を厳守すること。
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩⾏⽬
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮
⑯
⑰
⑱
⑲
⑳
㉑
㉒
㉓
㉔
㉕⾏⽬

事業実施体制

▼様式⾃由

▼事業を推進するために構築する体制を記載すること｡

▼記載する⽂字は､ MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ 11ﾎﾟｲﾝﾄ以上とすること｡

所⽤経費 １２，３４５千円（提案年度の所要経費のみ記載）（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １４ポイント） ※千円未満切捨て

【様式１－１】令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専修学校と業界団体等との連携によるDX⼈材養成プログラム）(1/17)

分野 （例）
商業実務(観光)



連携機関及び各機関の役割・協⼒事項

[⼩計及び合計]
教育機関 〇〇機関／企業数 〇〇機関／業界団体 〇〇機関／
⾏政機関 ○○機関／その他 〇〇機関|  合 計 〇〇機関

内諾役割・協⼒事項機関名 内諾役割・協⼒事項機関名

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専修学校と業界団体等との連携によるDX⼈材養成プログラム）(2/17)



当該教育カリキュラム・プログラム／調査研究が必要な背景①

▼様式⾃由

▼DX（デジタル・トランスフォーメーション）があらゆる業界・分野において必要とされる中、申請分野・職種に関し、地域産業におけ
る中核的職業⼈材として求められるデジタルスキルがどのようなものであると考えられるかを踏まえ、当該教育カリキュラム・プログラ
ムが必要であるとする根拠を記載する。
（申請分野・職種において、今後どのような変化が起こる⾒込みがあるのか、変化を踏まえるとどのような⼈材が必要となるのか、当該
⼈材の育成をどのように専修学校が担っていくのか、当該⼈材には今後どのようなデジタルスキルを具体的に⾝に付けさせる必要があ
るのかを分析し記載すること）

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。ただし、記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合のみ⽂字の
ポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

※企画提案を⾏う事業メニュー（「DX⼈材養成プログラム開発プロジェクト」または「専修学校におけるDX⼈材養成に係る調査研究」）
に応じて⾒出しを修正（「教育カリキュラム・プログラム」あるいは「調査研究」のいずれか⼀⽅のみを残す）し、必要な内容を記載する
こと。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専修学校と業界団体等との連携によるDX⼈材養成プログラム）(3/17)



令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専修学校と業界団体等との連携によるDX⼈材養成プログラム）(4/17)

当該教育カリキュラム・プログラム／調査研究が必要な背景②

▼様式⾃由

▼DX（デジタル・トランスフォーメーション）があらゆる業界・分野において必要とされる中、申請分野・職種に関し、地域産業におけ
る中核的職業⼈材として求められるデジタルスキルがどのようなものであると考えられるかを踏まえ、当該教育カリキュラム・プログラ
ムが必要であるとする根拠を記載する。
（申請分野・職種において、今後どのような変化が起こる⾒込みがあるのか、変化を踏まえるとどのような⼈材が必要となるのか、当該
⼈材の育成をどのように専修学校が担っていくのか、当該⼈材には今後どのようなデジタルスキルを具体的に⾝に付けさせる必要があ
るのかを分析し記載すること）

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。ただし、記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合のみ⽂字の
ポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

※企画提案を⾏う事業メニュー（「DX⼈材養成プログラム開発プロジェクト」または「専修学校におけるDX⼈材養成に係る調査研究」）
に応じて⾒出しを修正（「教育カリキュラム・プログラム」あるいは「調査研究」のいずれか⼀⽅のみを残す）し、必要な内容を記載する
こと。



開発する教育カリキュラム・プログラム／調査研究の概要①

▼様式⾃由

▼開発する教育カリキュラム・プログラムの全体像を具体的かつ明確に記載すること。
ex) 記載事項例

名称、ポリシー、科⽬構成、各科⽬の⽬的、概要、学習成果、単位・時間数 等
※現時点で、シラバスのようにカリキュラム・プログラムを構成する1単位毎の情報を網羅的に記載することを求
めている訳ではない（現時点の計画ベースで記載すること）。

※ カリキュラム・プログラムの開発のために実施する取組内容を記載するページではないことに留意すること。

▼教育カリキュラム・プログラムの開発に当たって、構成する科⽬全てを⼀から開発する必要はなく、既存のカリキュ
ラム・プログラムに含まれる科⽬の改訂及び新規科⽬の追加により作成して構わない。
（ただし、本ページには既存科⽬も含めた教育カリキュラム・プログラムの全体像として記載するとともに、どの部

分が既存で、どの部分を今回改定及び新規開発する予定なのか分かるようにすること。）

▼これまで提案者が実施してきた既存の教育内容や、他の教育機関⼜は⺠間教育事業者が実施している既存の教育プロ
グラムでは背景で⽰した⼈材育成に対応できない理由を明確に記載するとともに、開発する教育プログラムのどのよ
うな点において新規性があるのかを記載すること。

▼申請分野・職種に関する業界団体、関連団体や専修学校と具体的にどのように連携し、どのように当該分野において
必要となるデジタルスキルを特定していくのかに関する記載を必ず盛り込むこと。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。ただし、記載すべき事項が多く、枠に⼊り切ら
ない場合のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

※企画提案を⾏う事業メニュー（「DX⼈材養成プログラム開発プロジェクト」または「専修学校におけるDX⼈材養成
に係る調査研究」）に応じて⾒出しを修正（「教育カリキュラム・プログラム」あるいは「調査研究」のいずれか⼀⽅
のみを残す）し、必要な内容を記載すること。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専修学校と業界団体等との連携によるDX⼈材養成プログラム）(5/17)



開発する教育カリキュラム・プログラム／調査研究の概要②

▼様式⾃由

▼開発する教育カリキュラム・プログラムの全体像を具体的かつ明確に記載すること。
ex) 記載事項例

名称、ポリシー、科⽬構成、各科⽬の⽬的、概要、学習成果、単位・時間数 等
※現時点で、シラバスのようにカリキュラム・プログラムを構成する1単位毎の情報を網羅的に記載することを求
めている訳ではない（現時点の計画ベースで記載すること）。

※ カリキュラム・プログラムの開発のために実施する取組内容を記載するページではないことに留意すること。

▼教育カリキュラム・プログラムの開発に当たって、構成する科⽬全てを⼀から開発する必要はなく、既存のカリキュ
ラム・プログラムに含まれる科⽬の改訂及び新規科⽬の追加により作成して構わない。
（ただし、本ページには既存科⽬も含めた教育カリキュラム・プログラムの全体像として記載するとともに、どの部

分が既存で、どの部分を今回改定及び新規開発する予定なのか分かるようにすること。）

▼これまで提案者が実施してきた既存の教育内容や、他の教育機関⼜は⺠間教育事業者が実施している既存の教育プロ
グラムでは背景で⽰した⼈材育成に対応できない理由を明確に記載するとともに、開発する教育プログラムのどのよ
うな点において新規性があるのかを記載すること。

▼申請分野・記載に関する業界団体、関連団体や専修学校と具体的にどのように連携し、どのように当該分野において
必要となるデジタルスキルを特定していくのかに関する記載を必ず盛り込むこと。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。ただし、記載すべき事項が多く、枠に⼊り切ら
ない場合のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

※企画提案を⾏う事業メニュー（「DX⼈材養成プログラム開発プロジェクト」または「専修学校におけるDX⼈材養成
に係る調査研究」）に応じて⾒出しを修正（「教育カリキュラム・プログラム」あるいは「調査研究」のいずれか⼀⽅
のみを残す）し、必要な内容を記載すること。
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所要経費：○○千円

令和○○年度 令和○○年度

▼構築しようとしているモデルの開発または実施しようとする調査研究のために、各年度に実施する取組の概要（年次
計画）を具体的に記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。（⼀部の⽂字がどうしても枠に⼊りきらない場
合にはポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないようにすること）

令和○○年度

所要経費：○○千円所要経費：○○千円

事業実施の年次計画
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▼様式⾃由

▼提案年度に取り組む内容について、具体に記載すること。

▼調査を実施する場合には､調査名、調査⽬的、調査対象、調査⼿法、調査項⽬、分析内容（集計項⽬）、調査結果を
成果（開発する教育カリキュラム・プログラム）にどのように反映するか、を記載すること｡
※上記は最⼩限の項⽬例であり、必要に応じて追加することは差し⽀えない。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合
のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

提案年度の取組①
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提案年度の取組②

▼様式⾃由

▼提案年度に取り組む内容について、具体に記載すること。

▼調査を実施する場合には､調査名、調査⽬的、調査対象、調査⼿法、調査項⽬、分析内容（集計項⽬）、調査結果を
成果（開発する教育カリキュラム・プログラム）にどのように反映するか、を記載すること｡
※上記は最⼩限の項⽬例であり、必要に応じて追加することは差し⽀えない。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合
のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。
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開発する教育カリキュラム・プログラム／調査研究結果の検証について

▼様式⾃由

▼取組によって特定する申請分野・職種において必要とされるデジタルスキルの妥当性、開発した教育カリキュラム・プ
ログラムの効果を検証するに当たって、実証講座の受講者からの評価、並びに教育カリキュラム・プログラムの開発に
携わった企業・業界団体等⼜は第三者である企業・団体等からの評価をどのようにとりこむ体制となっているかを、具
体的に記載すること。その際、具体的にどのような観点から、どのようなデータを取ることにより、教育カリキュラ
ム・プログラムの効果に関する評価が可能になるかを併せて記載すること。

▼検証に当たっては、「満⾜した」や「ためになった」など受講者の主観的なものにならないよう注意し、教育カリキュ
ラム・プログラムの評価基準など根拠となる指標に基づく評価を活⽤することなどにより、客観的なデータに基づいて
教育カリキュラム・プログラムの有効性を⽰せるような取組とすること。

▼検証に当たっては、上記の教育効果の検証に加えて、提案者以外の機関においての導⼊可能性についても確認すること

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合の
み⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

※企画提案を⾏う事業メニュー（「DX⼈材養成プログラム開発プロジェクト」または「専修学校におけるDX⼈材養成に
係る調査研究」）に応じて⾒出しを修正（「教育カリキュラム・プログラム」あるいは「調査研究結果」のいずれか⼀⽅
のみを残す）し、必要な内容を記載すること。
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▼様式⾃由

▼シラバス、コマシラバス、教材、指導計画（教員⽤のカリキュラム活⽤要領等を含む）など、教育プログラムを構成
するすべての項⽬に関するアウトプットの概要を具体的かつ明確に記載すること。

▼複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと提案年度のアウトプットの双⽅がわかるように記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。（⼀部の⽂字がどうしても枠に⼊りきらない場
合にはポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないようにすること）

事業実施に伴うアウトプット（成果物）
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事業実施によって達成する成果及び測定指標

当該KPIの測定⽅法
⽬標値

単位KPI（評価指標）番
号 令 和

○年度
令 和
○年度

令 和
○年度

１

２

３

４

5

▼「⽣徒の○○に関する習熟度を○年（事業開始前）に⽐べて○％向上する。」など、
ＫＰＩ（Key Performance Indicator）を定め、右の記載欄に具体的な⽬標値等を⽰
すこと。

▼活動に関する指標（例︓○○を△個開発するといった、どれだけ活動するかに関する
指標）だけでなく、本事業によって得られる成果に関する指標及び⽬標も記載するこ
と。

▼KPIの記載欄が⾜りなければ、適宜追加して記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。（⼀部の⽂字がど
うしても枠に⼊りきらない場合にはポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さく
ならないようにすること）

▼「当該KPIの測定⽅法」については、対象者及び⼈数、⼿法、実施時期等を簡潔に記載
すること。
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本事業終了後※の成果の活⽤⽅針・⼿法提案者の専修学校関係委託事業にかかる実績※

※過去５年程度までの期間における実績を記載すること。

▼様式⾃由

▼これまでに申請者が受託した⽂部科学省の専修学校関係委託事業
について、事業名及び当該事業の成果の申請時点までの実績等
（受託事業の成果の活⽤状況、カリキュラムやプログラムについ
ては他の専修学校等への普及・活⽤状況）を簡潔に記載すること。
その際、代表的な取組についてはその成果報告書を提出すること。
なお、提出⽅法は、受託事業の成果報告書を掲載しているウェブ
サイトがある場合は、そのURLを記載することとし、ウェブサイ
トで公開していない場合には、成果報告書の写（PDFデータ）を
本企画提案書の別紙として添付すること。

▼複数の受託実績がある場合は、網羅的にすべてを記載する必要は
なく、今回の提案内容と関連が深い取組の実績等について記載す
ること。

▼過去、⽂部科学省の専修学校関係委託事業の受託実績がない場合、
⽂部科学省の他の委託事業及び他省庁の委託事業等のうち、今回
の提案内容と関連の深い取組の実績について記載するとともに成
果報告書を本企画提案書の別紙として添付すること。
なお、提出⽅法は⽂部科学省の専修学校関係委託事業に関する実
績の提出⽅法に準ずること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。
記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合のみ⽂字のポイント
を調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

※提案年度ではなく、開発終了後３年程度までの期間を想定して
記載すること。

▼様式⾃由

▼開発した教育カリキュラム・プログラム、実施した調査結果を
どこで、どのように活⽤し、横展開を図ることを検討している
のか。またその⾒通しについて、具体的に記載すること。

▼事業期間終了後におけるフォローアップ体制・⽅法についても
具体的に記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とするこ
と。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合のみ⽂字の
ポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう
注意すること。
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事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ｻｰﾊﾞｰﾚﾝﾀﾙ代

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・Webｻｲﾄ構築 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

※枠の⼤きさは､適宜修正し､計上しない費⽬の枠は削除してください｡
※各経費項⽬の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を年度毎に作成してください｡

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費
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事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ｻｰﾊﾞｰﾚﾝﾀﾙ代

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・Webｻｲﾄ構築 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

※枠の⼤きさは､適宜修正し､計上しない費⽬の枠は削除してください｡
※各経費項⽬の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を年度毎に作成してください｡

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費
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事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ｻｰﾊﾞｰﾚﾝﾀﾙ代

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・Webｻｲﾄ構築 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

※枠の⼤きさは､適宜修正し､計上しない費⽬の枠は削除してください｡
※各経費項⽬の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を年度毎に作成してください｡

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専修学校と業界団体等との連携によるDX⼈材養成プログラム）(16/17)



▼様式⾃由

▼本ﾍﾟｰｼﾞは､実施事業に関することで､1ﾍﾟｰｼﾞから16ﾍﾟｰｼﾞに記載できなかった内容⼜は補⾜が必要な内容があれば､記
載すること（1〜16ページをそれぞれ複製して必要なページを増やすことも可）｡ただし､原則18枚以内とすること。

▼記載する⽂字は､ﾒｲﾘｵor MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ11ﾎﾟｲﾝﾄ以上とすること｡(⼀部の⽂字がどうしても枠に⼊りきらない場合
にはﾎﾟｲﾝﾄを調整しても構わないが､極端に⼩さくならないようにすること)

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専修学校と業界団体等との連携によるDX⼈材養成プログラム）(17/17)



事業名 〇〇〇〇のための□□□□事業（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ１４ポイント）

提案者名 学校法⼈〇〇学園 △△専⾨学校（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ１４ポイント）

事業の趣旨・⽬的
①〇〇〇〇〇〇〇〇⑩〇〇〇〇〇〇〇〇〇⑳〇〇〇〇〇〇〇〇〇㉚
②
③ （MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上）
④ （１⾏ ３０⽂字 × ２５⾏以内）
⑤ ※７５０⽂字以内を厳守すること。
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩⾏⽬
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮
⑯
⑰
⑱
⑲
⑳⾏⽬
㉑
㉒
㉓
㉔
㉕⾏⽬

▼様式⾃由

▼事業を推進するために構築する体制を記載すること｡

▼⾼・専⼀貫のプログラムを実際に開発する⾼等学校と専⾨学校がわか
るように記載すること。

▼記載する⽂字は､ MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ 11ﾎﾟｲﾝﾄ以上とすること｡

所⽤経費 １２，３４５千円（提案年度の所要経費のみ記載）（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １４ポイント） ※千円未満切捨て

分野
【職種】

⼯業
【IT⼈材】

事業実施体制ｲﾒｰｼﾞ

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(1/19) 【様式１－２】



連携機関及び各機関の役割・協⼒事項

[⼩計及び合計]
教育機関 〇〇機関／企業数 〇〇機関／業界団体 〇〇機関／
⾏政機関 ○○機関／その他 〇〇機関|  合 計 〇〇機関

内諾役割・協⼒事項機関名 内諾役割・協⼒事項機関名

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(2/19)



当該教育プログラムが必要な背景①

▼様式⾃由

▼申請する分野や職種において、現在どの様な課題があるのか、その課題を踏まえたどの様な解決策が想定され、開発する⾼・専⼀貫のプ
ログラムがその解決策にどの程度有効であるのかについての仮説を具体的なデータや根拠を⽰しながら記載する。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。ただし、記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合のみ⽂字の
ポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(3/19)



当該教育プログラムが必要な背景②

▼様式⾃由

▼申請する分野や職種において、現在どの様な課題があるのか、その課題を踏まえたどの様な解決策が想定され、開発する⾼・専⼀貫のプ
ログラムがその解決策にどの程度有効であるのかについての仮説を具体的なデータや根拠を⽰しながら記載する。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。ただし、記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合のみ⽂字の
ポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(4/19)



開発する⾼・専⼀貫の教育プログラムの概要①

▼様式⾃由

▼開発する⾼・専⼀貫の教育プログラムの全体像を具体的かつ簡潔に記載すること。

▼これまで提案者が実施してきた既存の教育内容や、他の教育機関⼜は⺠間教育事業者が実施している既存の教育内容
では背景で⽰した⼈材育成に対応できない理由を明確に記載するとともに、開発する教育プログラムがどのような点
で課題を解決することが可能であるのかを記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。ただし、記載すべき事項が多く、枠に⼊り切ら
ない場合のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(5/19)



開発する⾼・専⼀貫の教育プログラムの概要②

▼様式⾃由
▼前項の概要を下記の例を参考に図⽰すること。

⾼校3年⽣⾼校2年⽣⾼校1年⽣ 専⾨学校2年⽣専⾨学校1年⽣

早期から育成すべき
基礎的素養の育成

専⾨⼒の基礎を養成

社会⼈とのしての汎⽤的能⼒を養成
社会⼈とのしての汎⽤的能⼒を養成

専⾨⼒を集中的に養成

⾼等学校段階

 ⾼等学校段階で養成する能⼒や開発する教育プログラムを具体
的に記載してください。

 何年次のどの教科等でどの様なことを新たに学ばせるのかの⾒
込みを具体的に記載してください。

 対象となる⽣徒数、学科を記載してください。
 ・・・・・

専⾨学校段階

 専⾨学校段階で養成する能⼒や開発する教育
プログラムを具体的に記載してください。

 何年次にどの教科等でどの様なことを新たに
学ばせるのかの⾒込みを具体的に記載してく
ださい。

 対象となる⽣徒数、学科を記載してください。

企業等の実務家が、学校での⽣徒・学⽣の学びを⽀援

 育成すべき能⼒を簡潔かつ具体的に記載してください。
 ・・・・・
 ・・・・・
 ・・・・・

対象の学科・⽣徒数、
カリキュラムイメージ
を記載

対象の学科・⽣徒数、
カリキュラムイメージ
を記載

⾼校卒業後、専⾨学校にどのように
接続させるかを記載

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(6/19)



所要経費︓○○千円

事業実施の年次計画

令和○○年度

▼当該教育プログラムの開発を⾏うにあたって、各年度に実施する取組の概要（年次計画）を具体的に記載すること。

▼１年⽬は養成すべき技能、知識等の特定、プレ実証、本格的開発・実証における⽐較のためのデータ収集（学習理解度
等）、２〜５年⽬は教育カリキュラムの本格的開発・実証（何⼈の学⽣を対象にどの様に⾏うのかについて、イメージを
簡潔に記載）や学費提⾔⽅策の検討、６年⽬は実証を踏まえた教育効果とコストの検証と再実証、とりまとめなどの流れ
がわかるように記載すること。

▼所要経費は概算で構わないが、それぞれの年度に⾏う取組に応じて説得⼒のある⾦額とすること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合のみ⽂
字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

所要経費︓○○千円 所要経費︓○○千円

所要経費︓○○千円 所要経費︓○○千円 所要経費︓○○千円

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(7/19)

令和○○年度 令和○○年度

令和○○年度 令和○○年度 令和○○年度



▼様式⾃由

▼提案年度に取り組む内容について、具体に記載すること。

▼調査を実施する場合には､調査名、調査⽬的、調査対象、調査⼿法、調査項⽬、分析内容（集計項⽬）、調査結果を
成果にどのように反映するか、を記載すること｡
※上記は最⼩限の項⽬例であり、必要に応じて追加することは差し⽀えない。

▼開発に向けた学内及び協⼒機関間での調整に関する⾒込みについても記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合
のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

提案年度の取組①

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(8/19)



▼様式⾃由

▼提案年度に取り組む内容について、具体に記載すること。

▼調査を実施する場合には､調査名、調査⽬的、調査対象、調査⼿法、調査項⽬、分析内容（集計項⽬）、調査結果を
成果にどのように反映するか、を記載すること｡
※上記は最⼩限の項⽬例であり、必要に応じて追加することは差し⽀えない。

▼開発に向けた学内及び協⼒機関間での調整に関する⾒込みについても記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合
のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

提案年度の取組②

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(9/19)



事業実施に伴うアウトプット等

▼様式⾃由

▼アウトプットの概要を具体的かつ明確に記載すること。

▼複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと各年度のアウトプットの双⽅がわかるように記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合の
み⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(10/19)



事業実施によって達成する成果及び測定指標

当該KPIの測定⽅法
⽬標値

単位KPI（評価指標）番
号 令 和

○年度
令 和
○年度

令 和
○年度

１

２

３

４

5

▼本事業終了時の⽬標レベルを設定し、中途退学者数の減少や⽬的意識を持って⼊学し
てくる⽣徒の増加、合格率の低い資格の取得者の増加、地元企業への就職率の増加な
ど定量的など、ＫＰＩ（Key Performance Indicator／成果指標⼜は重要業績指標）
を定め、事業終了後の⽬指すべき指標を明⽰すること。

▼活動に関する指標（例︓○○を△個開発するといった、どれだけ活動するかに関する
指標）だけでなく、本事業によって得られる成果に関する指標及び⽬標も記載するこ
と。

▼KPIの記載欄が⾜りなければ、適宜追加して記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。（⼀部の⽂字がど
うしても枠に⼊りきらない場合にはポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さく
ならないようにすること）

▼「当該KPIの測定⽅法」については、対象者及び⼈数、⼿法、実施時期等を簡潔に記載
すること。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(11/18)令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(11/19)



本事業終了後※の成果の活⽤⽅針・⼿法提案者の専修学校関係委託事業にかかる実績

※過去５年程度までの期間における実績を記載すること。

▼様式⾃由

▼これまでに申請者が受託した⽂部科学省の専修学校関係委託事業
について、事業名及び当該事業の成果の申請時点までの実績等
（受託事業の成果の活⽤状況、カリキュラムやプログラムについ
ては他の専修学校等への普及・活⽤状況）を簡潔に記載すること。
その際、代表的な取組についてはその成果報告書を提出すること。
なお、提出⽅法は、受託事業の成果報告書を掲載しているウェブ
サイトがある場合は、そのURLを記載することとし、ウェブサイ
トで公開していない場合には、成果報告書の写（PDFデータ）を
本企画提案書の別紙として添付すること。

▼複数の受託実績がある場合は、網羅的にすべてを記載する必要は
なく、今回の提案内容と関連が深い取組の実績等について記載す
ること。

▼過去、⽂部科学省の専修学校関係委託事業の受託実績がない場合、
⽂部科学省の他の委託事業及び他省庁の委託事業等のうち、今回
の提案内容と関連の深い取組の実績について記載するとともに成
果報告書を本企画提案書の別紙として添付すること。
なお、提出⽅法は⽂部科学省の専修学校関係委託事業に関する実
績の提出⽅法に準ずること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。
記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合のみ⽂字のポイント
を調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

※提案年度ではなく、開発終了後３年程度までの期間を想定して
記載すること。

▼様式⾃由

▼開発した教育カリキュラム・プログラムをどこで、どのように
活⽤し、横展開を図ることを検討しているのか。またその⾒通
しについて、具体的に記載すること。

▼事業期間終了後におけるフォローアップ体制・⽅法についても
具体的に記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とするこ
と。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合のみ⽂字の
ポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう
注意すること。
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事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証機材借料

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・コンテンツ開発費 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

※枠の⼤きさは､適宜修正し､計上しない費⽬の枠は削除してください｡
※各経費項⽬の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を年度毎に作成してください｡

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費
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事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証機材借料

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・コンテンツ開発費 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

※枠の⼤きさは､適宜修正し､計上しない費⽬の枠は削除してください｡
※各経費項⽬の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を年度毎に作成してください｡

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費
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事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証機材借料

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・コンテンツ開発費 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

※枠の⼤きさは､適宜修正し､計上しない費⽬の枠は削除してください｡
※各経費項⽬の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を年度毎に作成してください｡

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費
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事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証機材借料

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・コンテンツ開発費 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

※枠の⼤きさは､適宜修正し､計上しない費⽬の枠は削除してください｡
※各経費項⽬の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を年度毎に作成してください｡

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費
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事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証機材借料

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・コンテンツ開発費 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

※枠の⼤きさは､適宜修正し､計上しない費⽬の枠は削除してください｡
※各経費項⽬の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を年度毎に作成してください｡

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(17/19)



事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証機材借料

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・コンテンツ開発費 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

※枠の⼤きさは､適宜修正し､計上しない費⽬の枠は削除してください｡
※各経費項⽬の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を年度毎に作成してください｡

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(18/19)



▼様式⾃由

▼本ﾍﾟｰｼﾞは､実施事業に関することで､1ﾍﾟｰｼﾞから18ﾍﾟｰｼﾞに記載できなかった内容⼜は補⾜が必要な内容があれば､記
載すること（1〜18ページをそれぞれ複製して必要なページを増やすことも可）｡ただし､原則20枚以内とすること。

▼記載する⽂字は､ﾒｲﾘｵor MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ11ﾎﾟｲﾝﾄ以上とすること｡(⼀部の⽂字がどうしても枠に⼊りきらない場合
にはﾎﾟｲﾝﾄを調整しても構わないが､極端に⼩さくならないようにすること)

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証）(19/19)



事業名 〇〇〇〇のための□□□□事業（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ１４ポイント）

提案者名 〇〇△△（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ１４ポイント）

事業の趣旨・⽬的
①〇〇〇〇〇〇〇〇⑩〇〇〇〇〇〇〇〇〇⑳〇〇〇〇〇〇〇〇〇㉚
②
③ （MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上）
④ （１⾏ ３０⽂字 × ㉕⾏以内）
⑤ ※７５０⽂字以内を厳守すること。
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩⾏⽬
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮
⑯
⑰
⑱
⑲
⑳⾏⽬
㉑
㉒
㉓
㉔
㉕⾏⽬

▼様式⾃由

▼事業を推進するために構築する連携機関を含めた体制を記載す
ること｡

▼記載する⽂字は､ MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ 11ﾎﾟｲﾝﾄ以上とすること｡

所⽤経費 １２，３４５千円（提案年度の所要経費のみ記載）（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １４ポイント） ※千円未満切捨て

【様式１－３】令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（分野横断連絡調整会議）(1/14)

事業実施体制ｲﾒｰｼﾞ



連携機関及び各機関の役割・協⼒事項

[⼩計及び合計]
教育機関 〇〇機関／企業数 〇〇機関／業界団体 〇〇機関／
⾏政機関 ○○機関／その他 〇〇機関|  合 計 〇〇機関

内諾役割・協⼒事項機関名 内諾役割・協⼒事項機関名

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（分野横断連絡調整会議）(2/14)



▼様式⾃由

▼各取組の進捗を確認し、取組ごとの質の均衡を図るための⽅策や⼯夫などについて記載すること。
ex) 記載事項例

各取組への助⾔が可能な有識者の活⽤、各取組同⼠の横のつながりを持たせるための情報共有ツールの導⼊ 等

▼各取組についての課題を把握し集約し、解決策を提⽰するための⼯夫について記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。ただし、記載すべき事項が多く、枠に⼊り切ら
ない場合のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

専修学校と業界団体等との連携によるDX⼈材養成プログラムまたは専⾨学校・⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証に係る
取組の進捗管理に係る⽅策、⼯夫

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（分野横断連絡調整会議）(3/14)



各取組における成果の体系化、普及・定着⽅策の⽴案・実践

▼様式⾃由

▼各取組によってまとめられる成果を、他の専修学校が活⽤しやすいよう、分野毎の類型や指導⽅法毎の類型に分類し、
体系的に整理する⽅策を現時点の⾒込みから記載する。

▼各取組から得られる様々なデータを分析し、成果として対外的にわかりやすく発信する⽅策を記載すること。

▼⽴案した同⽅策のうち、その⼀部を実施する。
ex) 記載事項例

普及ガイドラインの作成、セミナー等広報活動の実施 等

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。ただし、記載すべき事項が多く、枠に⼊り切ら
ない場合のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（分野横断連絡調整会議）(4/14)



所要経費︓○○千円

事業実施の年次計画

令和〇年度 令和〇年度令和〇年度

所要経費︓○○千円 所要経費︓○○千円

▼当該事業を⾏うにあたって、各年度に実施する取組の概要（年次計画）を具体的に記載すること。

▼１年⽬は普及定着⽅策の検討・実施、各取組間の連絡調整、２年⽬は各取組間の連絡調整・助⾔、諸外国等の動向調査、
3年⽬は各取組における成果のとりまとめなど、具体的に実施する内容を⽰しつつ、流れがわかるように記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合の
み⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（分野横断連絡調整会議）(5/14)



▼様式⾃由

▼提案年度に取り組む内容について、具体に記載すること。

▼調査を実施する場合には､調査名、調査⽬的、調査対象、調査⼿法、調査項⽬、分析内容（集計項⽬）、調査結果を
成果にどのように反映するか、を記載すること｡
※上記は最⼩限の項⽬例であり、必要に応じて追加することは差し⽀えない。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合
のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

提案年度の取組①

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（分野横断連絡調整会議）(6/14)



提案年度の取組②

▼様式⾃由

▼提案年度に取り組む内容について、具体に記載すること。

▼調査を実施する場合には､調査名、調査⽬的、調査対象、調査⼿法、調査項⽬、分析内容（集計項⽬）、調査結果を
成果にどのように反映するか、を記載すること｡
※上記は最⼩限の項⽬例であり、必要に応じて追加することは差し⽀えない。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合
のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（分野横断連絡調整会議）(7/14)



事業実施に伴うアウトプット（成果物）

▼様式⾃由

▼アウトプットの概要を具体的かつ明確に記載すること。

▼複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと各年度のアウトプットの双⽅がわかるように記載すること。

▼専⾨学校と⾼等学校の有機的連携プログラムの開発・実証における成果の体系化、普及・定着⽅策の検討における記
載も踏まえた記載とすること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合
のみ⽂字のポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（分野横断連絡調整会議）(8/14)



事業実施によって達成する成果及び測定指標

当該KPIの測定⽅法
⽬標値

単位KPI（評価指標）番
号 令 和

○年度
令 和
○年度

令 和
○年度

１

２

３

４

5

▼「⽣徒の○○に関する習熟度を○年（事業開始前）に⽐べて○％向上する。」など、
ＫＰＩ（Key Performance Indicator）を定め、右の記載欄に具体的な⽬標値等を⽰
すこと。

▼活動に関する指標（例︓○○を△個開発するといった、どれだけ活動するかに関する
指標）だけでなく、本事業によって得られる成果に関する指標及び⽬標も記載するこ
と。

▼KPIの記載欄が⾜りなければ、適宜追加して記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。（⼀部の⽂字がど
うしても枠に⼊りきらない場合にはポイントを調整しても構わないが、極端に⼩さく
ならないようにすること）

▼「当該KPIの測定⽅法」については、対象者及び⼈数、⼿法、実施時期等を簡潔に記載
すること。

令和○年度「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」企画提案書（分野横断連絡調整会議）(9/14)



企業等への成果の周知及び普及等に関する⼿法の提案提案者の専修学校関係委託事業にかかる実績※

※過去５年程度までの期間における実績を記載すること。

▼様式⾃由

▼これまでに申請者が受託した⽂部科学省の専修学校関係委託事業
について、事業名及び当該事業の成果の申請時点までの実績等
（受託事業の成果の活⽤状況、カリキュラムやプログラムについ
ては他の専修学校等への普及・活⽤状況）を簡潔に記載すること。
その際、代表的な取組についてはその成果報告書を提出すること。
なお、提出⽅法は、受託事業の成果報告書を掲載しているウェブ
サイトがある場合は、そのURLを記載することとし、ウェブサイ
トで公開していない場合には、成果報告書の写（PDFデータ）を
本企画提案書の別紙として添付すること。

▼複数の受託実績がある場合は、網羅的にすべてを記載する必要は
なく、今回の提案内容と関連が深い取組の実績等について記載す
ること。

▼過去、⽂部科学省の専修学校関係委託事業の受託実績がない場合、
⽂部科学省の他の委託事業及び他省庁の委託事業等のうち、今回
の提案内容と関連の深い取組の実績について記載するとともに成
果報告書を本企画提案書の別紙として添付すること。
なお、提出⽅法は⽂部科学省の専修学校関係委託事業に関する実
績の提出⽅法に準ずること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。
記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合のみ⽂字のポイント
を調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意すること。

▼様式⾃由

▼即戦⼒となる専⾨⼈材を育成するという観点から、企業等への
成果の普及⽅策について簡潔に記載すること。

▼記載する⽂字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とするこ
と。記載すべき事項が多く、枠に⼊り切らない場合のみ⽂字のポ
イントを調整しても構わないが、極端に⼩さくならないよう注意
すること。
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事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証機材借料

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・コンテンツ開発費 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

※枠の⼤きさは､適宜修正し､計上しない費⽬の枠は削除してください｡
※各経費項⽬の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を年度毎に作成してください｡

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費
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事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証機材借料

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・コンテンツ開発費 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費
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事業に要する経費⾒積書の概要（○年度）

◆⼈件費
・事業専任職員賃⾦ 〇千円×〇⽉
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃⾦ 〇千円×〇⽉
・⼈件費附帯経費 〇〇千円

合計〇〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・実証機材借料

〇〇千円×〇⽉

合計〇〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合計〇〇円

◆諸謝⾦
・企画推進委員会謝⾦

〇千円×〇⼈×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇⼈×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇⼈×〇回

合計〇〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合計〇〇円

◆雑役務費
・コンテンツ開発費 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20⽇×〇⽉

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

計〇〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇⼈
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇⼈
・実証講座分科会お茶

150円×〇⼈

合計〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項⽬に関して主な計上予算）

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

1,122,300

200,000

12,545,000

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

事 業 費

再 委 託 費
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▼様式⾃由

▼本ﾍﾟｰｼﾞは､実施事業に関することで､1ﾍﾟｰｼﾞから13ﾍﾟｰｼﾞに記載できなかった内容⼜は補⾜が必要な内容があれば､記
載すること（1〜13ページをそれぞれ複製して必要なページを増やすことも可）｡ただし､原則16枚以内とすること。

▼記載する⽂字は､ﾒｲﾘｵor MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ11ﾎﾟｲﾝﾄ以上とすること｡(⼀部の⽂字がどうしても枠に⼊りきらない場合
にはﾎﾟｲﾝﾄを調整しても構わないが､極端に⼩さくならないようにすること)
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（様式２－１） 

令和○年度 番号 

 

   年  月  日 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 事業計画書 

 

 

 

文部科学省  ○○○○局長  殿 

 

 

 

所 在 地 

      法 人 名 

      （学校名） 

      代 表 者 

      職 氏 名                

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 に関する 

事業計画書の提出について 

 

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」について、事業計画書を提出し

ます。 

 



 

1 

 

令和○年度 番号 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 事業計画書 

 

１ 委託事業の内容 

専修学校と業界団体等との連携による DX 人材養成プログラム 

 

 

２ 事業名 

 

 

３ 分野 

 

 

４ 代表機関 

■代表機関（申請法人）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■事業責任者（事業全体の統括責任者）    ■事務担当者（文部科学省との連絡担当者） 

職名 
  

職名 
 

氏名  氏名  

電話番号  電話番号  

Ｅ－ｍａｉｌ  Ｅ－ｍａｉｌ  

法人名  

代表者名  

学校名  

所在地  



 

2 

５ 構成機関・構成員等 

 （１）教育機関 

名称 役割等 内諾 都道府県名 

１     

２     

３     

４     

５     

６     

７     

８     

９     

10     

11     

12     

※内諾済の場合には、内諾欄に「○」を記入（以下同じ） 

※「役割等」においては、同一の役割を複数の機関で分担する場合、主担当となる機関の

同欄に「◎」を記載すること（以下同じ） 

※行が足りない場合は適宜追加して記載すること（以下同じ） 

 

 （２）企業・団体 

名称 役割等 内諾 都道府県名 

１     

２     

３     

４     

５     

 

 （３）行政機関・その他 

名称 役割等 内諾 都道府県名 

１     

２     

３     

 

 



 

3 

（４）事業の実施体制（イメージ） 

※事業を推進するために構築する連携機関を含めた体制を記載すること｡ 

 

（５）各機関の役割・協力事項について 

○教育機関 

 

 

 

 

 

○企業・団体 

 

 

 

 

 

○行政機関・その他 

 

 

 

 

  



 

4 

６ 事業の内容等 

 （１）事業の趣旨・目的等について 

 ⅰ）事業の趣旨・目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５４０文字以内） 

 

ⅱ）学習ターゲット、目指す人材像／目指す成果 

○ターゲットとなる学習者の分野・職種 

 

 

 

○学習者が身に着けることを目指す知識・技能 

 

 

 

○目指す人材像／成果 

 

 

 

（各１２０文字以内） 

※ 「専修学校における DX 人材養成に係る調査研究」の場合は、「○目指す人材像／成

果」欄に、調査結果から得ようとする成果について記載すること（それ以外の項目の記載

は不要）。 
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 （２）当該教育カリキュラム・プログラム／調査研究が必要な背景について 

※DX（デジタル・トランスフォーメーション）があらゆる業界・分野において必要とされる

中、申請分野・職種に関し、地域産業における中核的職業人材として求められるデジタ

ルスキルがどのようなものであると考えられるかを踏まえ、当該教育カリキュラム・プロ

グラム／調査研究の実施が必要であるとする根拠を記載してください。 

（事業実施分野における課題、今後、業界・分野においてどのような変化が起こる見込

みがあるのか、変化を踏まえるとどのような人材が必要となるのか、当該人材の育成

をどのように専修学校及び業界団体が連携して担っていくのか、当該人材には今後ど

のような知識・技術を具体的に身に付けさせる必要があるのかを分析し記載） 
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 （３）開発する教育カリキュラム・プログラム／調査研究の概要 

 ⅰ）名称 

 

 

 ⅱ）内容 

 

○開発する教育カリキュラム・プログラム／実施する調査研究の全体像 

 

※（２）にて記載した課題・背景を踏まえ、課題を解決するために開発する教育カリキュラ

ム・プログラム／課題を明らかにするために行う調査研究の全体像を具体的かつ明確

に記載してください。 

 

※教育カリキュラム・プログラムの開発に当たって、構成する科目全てを一から開発する

必要はなく、既存のカリキュラム・プログラムに含まれる科目の改訂、廃止及び新規科

目の追加により作成して構いません。 

 ただし、既存科目も含めた教育カリキュラム・プログラムの全体像を記載していただくと

ともに、どの部分が既存で、どの部分が今回改定及び新規開発する部分なのか分かる

ようにしてください。 

 

※複数年度で取り組む場合には、どの部分をどの年度に開発する予定なのか分かるよ

うにしてください。 

 

 

○今回開発する教育カリキュラム・プログラム／実施する調査研究の新規性 

 

※教育カリキュラム・プログラムについては、これまで受託予定者が実施してきた既存の

教育内容や、他の教育機関又は民間教育事業者が実施している既存の教育プログラ

ムでは背景で示した人材育成に対応できない理由を明確に記載するとともに、開発す

る教育プログラムのどのような点において新規性があるのかを記載してください。 

 

※調査研究においては、すでに実施されている調査等では明らかになっていない課題

や、すでに一定の検証がなされているものの、更なる深い検証が必要である理由など

について記載してください。 
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 （４）具体的な取組 

  ⅰ）計画の全体像 

※教育カリキュラム・プログラムの開発／調査研究の実施のために、最終年度までに

各年度にどのような取組を実施するのか年次計画を記載すること。 

 

 

※申請分野・職種に関する業界団体、関連団体や専修学校と具体的にどのように連

携し、どのように当該分野において必要となるデジタルスキルを特定していくのかに

関する記載を必ず盛り込むこと。 

 

※教育カリキュラム・プログラムの開発については、「（１）ⅱ）学習ターゲット、目指す

べき人材像」の欄中、「学習者が身に着けることを目指す知識・技能」としてあげられ

た事項が、どのような学習内容・手法によって身に着けられるのか、その関係性が

分かるように記載してください。 
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  ⅱ）今年度の具体的活動 

○実施事項 

※今年度に取り組む内容について、具体的に記載してください。 

 

※会議や調査、実証講座を実施する場合には次ページ以降の記載例を参考にしてく

ださい。 

 

※「ⅱ）今年度の具体的活動」に記載した事項（次ページ以降の会議や調査、実証事

業等を含む）に関する具体的な実施スケジュールについては、別紙１にておおよそ

の時期を明らかにすること。 
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○事業を推進する上で設置する会議 ※複数の会議を設置する場合には、欄を適宜追加して記載すること。 

会議名

① 
 

目的・

役割 
 

検討の 

具体的

内容 

 

委員数        人 開催頻度 回 

 

△△委員会の構成員（委員） 

氏名 所属・職名 役割等 内諾 都道府県名 旅費 

１       

２       

３       

４       

５       

６       

７       

８       

９       

10       

※会議開催に当たり旅費の支給対象となる者には、旅費欄に「○」を記入すること 
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○事業を推進する上で実施する調査 ※複数の調査を設置する場合には、適宜追加して記載すること。 

調 査 名  

調 査 目 的  

調 査 対 象  

調 査 手 法  

調 査 項 目  

分 析 内 容 

（集計項目） 

 

開 発 す る 

カリキュラム

／ 

今後実施す

る 調 査 研 究

にどのように

反 映 す る か 

（活用手法） 

 

※上記は最小限の項目例であり、必要に応じて追加することは差し支えない。 

※上記の項目が含まれていれば、上記表形式以外の記載とすることは差し支えない。 

 

○開発に際して実施する実証講座の概要  

実 証 講 座 

の 対 象 者 

 

期 間 

（日数・コマ数） 

 

実 施 手 法  

 

 

想 定 さ れ る 

受 講 者 数 
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ⅲ）開発する教育カリキュラム・プログラム／調査研究結果の検証 

 

※取組によって特定する、申請分野・職種において必要とされるデジタルスキルの妥

当性、開発する教育カリキュラム・プログラムの効果／調査研究の実施によって得

ようとする調査結果を検証するに当たって、関係企業・業界団体等又は第三者であ

る企業・団体等からの評価がどのようだったか、また、評価をどのように教育カリキ

ュラム・プログラムや調査結果の分析に取り込んだか、どのように取り込む体制とな

っているかを具体的に記載してください。 

その際、具体的にどのような観点から、どのようなデータを取ることにより、教育プロ

グラムの効果／調査研究結果の妥当性に関する評価が可能になるかを併せて記

載してください。 

   

※検証に当たっては、「満足した」や「ためになった」など受講者の主観的なものにな

らないよう注意し、教育カリキュラム・プログラムの評価基準など根拠となる指標に

基づく評価を活用することなどにより、客観的なデータに基づいて教育カリキュラム・

プログラムの有効性を示せるような取組としてください。 

 

※検証に当たっては、上記の教育効果の検証に加えて、受託予定者以外の機関に

おいての導入可能性についても確認してください。 
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（５）事業実施に伴うアウトプット（成果物） 

※シラバス、コマシラバス、教材、指導計画（教員用のカリキュラム活用要領等を含

む）など、教育プログラムを構成するすべての項目に関するアウトプットの概要を具

体的かつ明確に記載すること。 

 

※複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと各年度のアウトプットの双方が

わかるように記載してください。 
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（６）事業実施によって達成する成果及び測定指標 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 

令 和 

○年度 

令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

※簡潔に記載すること。対象者及び人数、手法、実施時期等を記載すること（以下同じ）。 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

※「単位」欄には KPI として設定した指標に関する測定単位（「個」、「人」、「％」など） 

※「達成度」欄については、当該年度の目標値に対する実績値の割合を算出して記載す

ること。 
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（７）本事業終了後※の成果の活用方針・手法 

※今年度ではなく、開発終了後３年程度までの期間を想定して記載すること。 

 

※具体の導入予定があれば、自校、他の専修学校、その他の団体別に具体的な導入

予定年度と学校名、科目名を記載すること。 

 

  



 

15 

（様式２―１）（別紙１） 

今年度の取組に関する年間スケジュール 

 

 取組内容① 取組内容② 取組内容③ 取組内容④ 取組内容⑤ 

取組内容を記載 取組内容を記載 取組内容を記載 取組内容を記載 取組内容を記載 

4 月 

     

5 月 

     

6 月 

     

7 月 

     

8 月 

     

9 月 

     

10 月 

     

11 月 

     

12 月 

     

1 月 

     

2 月 

     

3 月 

     

  

※今年度に取り組む内容について、取り組む内容ごとに、大まかな内

容と実施時期を記載してください。 

 

（例） 

 取組内容：○○検討会議、○○実証講座、○○調査など 

 それぞれ取り組む内容を簡単に該当する月に記載。 

 

※継続して取り組む内容については、矢印等を使って示していただい

て構いません。 

 

※会議や調査、実証講座等、「ⅱ）今年度の具体的活動」欄に記載した

取組につき、おおよその実施時期等を記載してください。 

 

※1 枚に収まらない場合は、次ページ以降に本表を複製して記載いた

だいて構いません。 

 

※本表の記載に当たっては、この説明用のテキストボックスを削除して

構いません。 
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（様式２－１）（別紙２） 

再委託について 

 

（１）再委託 

※本様式は、該当がある場合のみ作成すること。 

事業名  

再委託先 
企業名  

住 所  

再委託の必要性 

 

再委託を行う業務内容 

 

所要額 円  

 

 

 

 

 

内 訳 

 

 

 

 

 
 

経費額 経費積算 

人件費 円 

 

諸謝金 円   

旅費 円   

借損料 円   

消耗品費 円   

会議費 円   

通信運搬費 円   

雑役務費 円   

保険料 円   

一般管理費 円   

再委託費 円  

合計 円   
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（２）履行体制に関する事項 

※再委託の相手方がさらに再委託を行うなど複数の段階で再委託が行われるときに記載すること。 

 

再々委託の相手方の住所及び

氏名 

 

再々委託を行う業務の範囲  

 

 



所要経費 （単位：円）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

再 委 託 費

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

諸 謝 金

旅 費

借 損 料

消 耗 品 費
（図書購入費含む）

会 議 費

通 信 運 搬 費

雑 役 務 費
（印刷製本費 等）

所要経費一覧表

事業名

団体名

合 計

事 業 費

経 費 項 目

予算額

人 件 費
（消費税相当額を含む）

小 項 目

保 険 料

　

　

備　　　考



※該当する場合のみ提出する。

事業名

団体名

算出率

算出率

算出率

設定率

算出額 0 ※（人件費＋事業費）×設定率

　　算出率（％）＝管理費／（総事業費－間接事業費）×１００
　　＊収支計算書から算出すること。

　　（学校法人又は準学校法人）

　　算出率（％）＝｛（人件費－教員人件費）＋管理経費｝／事業活動支出の部※１合計×１００
　　（※1）学校法人会計基準改正前の年度に当たっては、消費支出の部と読み替えること。

10.00% ※①～③の算出率のうち、最も低い率

　　（財団法人又は社団法人）

① １０％（設定率の上限）

10.00%

②
法人が整備している受託規定に定められた率

③
直近の事業年度の損益計算書及び収支計算書等による法人の支出の額
に占める管理費の率

　※上記③の算出式

※規定がある場合は、別添のうえ、当該率を入力。規定のない場合は入力せず、③を算出し記載すること。

下記①～③の率から、最も低い率を当該事業における一般管理費の率とし、精算時
においてもこの率を用いる。

一般管理費設定率の決定調書

　

　

設定率の比較



（単位：円）

小項目 摘　　　　　要 単位 単位 参考資料№

0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
賃金 × × ＠ 円 ＝ 0円
人件費付帯経費 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
消費税相当額 （不）非課税経費×消費税率 × × 10% ＝ 0円

インボイス影響額-経過措置の適用:有 × × 2% ＝ 0円
インボイス影響額-経過措置の適用:無 × × 10% ＝ 0円

諸 謝 金 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
委員会出席謝金等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

旅 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
委員会出席旅費等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

 × × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

借 損 料 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
会場借料等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

消 耗 品 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
ＣＤ－ＲＯＭ等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（物品名を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

会 議 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
お茶代等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

通信運搬費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
開催通知等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

雑 役 務 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
印刷、広告等 × × ＠ 円 ＝ 0円
派遣契約等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

保 険 料 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
傷害保険（講師） × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

0円 設定率 10.00%

0円 再委託を行うもの × × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

0円
（注１）　行が足りない場合は、適宜追加してもよい。（行の書式はそろえること）
（注２）　単価の出せないものは、追加行に事項と金額を入力し、見積書等内訳を添付すること。
（注３）　Ａ４紙に印刷し提出すること。（文字の判読が困難となる場合は複数ページに渡っても差し支えない）

事業名

団体名 　

　

必　要　経　費　内　訳　表

経 費 項 目
金　　額

積　　算　　内　　訳

単価

人 件 費

人数等 数量

事 業 費

一 般 管 理 費

再 委 託 費

合 計



（様式２－２） 

令和○年度 番号 

 

   年  月  日 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 事業計画書 

 

 

 

文部科学省  ○○○○局長  殿 

 

 

 

所 在 地 

      法 人 名 

      （学校名） 

      代 表 者 

      職 氏 名                

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 に関する 

事業計画書の提出について 

 

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」について、事業計画書を提出し

ます。 

  



1 
 

令和○年度 番号 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 事業計画書 

 

１ 委託事業の内容 

専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証 

 

 

２ 事業名 

 

 

３ 分野 

 

 

４ 代表機関 

■代表機関（申請法人）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■事業責任者（事業全体の統括責任者）    ■事務担当者（文部科学省との連絡担当者） 

職名 
  

職名 
 

氏名  氏名  

電話番号  電話番号  

Ｅ－ｍａｉｌ  Ｅ－ｍａｉｌ  

法人名  

代表者名  

学校名  

所在地  



2 
 

５ 構成機関・構成員等 

（１）高等学校 

名称・学科 役割等 内諾 都道府県名 

１     

２     

３     

※「名称・学科」欄には、国公私立の別、高等学校の名称、学科（普通科、工業科、商業科等）を

記載すること。なお、通信制の場合はその旨を明示すること。 

※内諾済の場合には、内諾欄に「○」を記入（以下同じ） 

※「役割等」においては、同一の役割を複数の機関で分担する場合、主担当となる機関の同欄に

「◎」を記載すること（以下同じ） 

※行が足りない場合は適宜追加して記載すること（以下同じ） 

 

（２）行政機関 

名称 役割等 内諾 都道府県名 

１     

２     

３     

 

（３）専門学校 

名称 役割等 内諾 都道府県名 

１     

２     

３     

 

（４）企業 

名称 役割等 内諾 都道府県名 

１     

２     

３     

 

（５）コーディネーター 

名称 所属・職名 内諾 都道府県名 

１     

２     



3 
 

（６）事業の実施体制（イメージ） 

※高・専一貫のプログラムを実際に開発する高等学校と専門学校がわかるように記載する

こと。 

 

（７）各機関の役割・協力事項について 

○高等学校 

 

 

 

○行政機関 

 

 

 

 

〇専門学校 

 

 

 

 

○企業 

 

 

 

 

  



4 
 

６ 事業の内容等 

 （１）事業の趣旨・目的等について 

 ⅰ）事業の趣旨・目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５４０文字以内） 

 

ⅱ）目指すべき人材像 

○高校及び専門学校で共有する目標・人材像・ビジョン 

※高校と専門学校の接続による取組を通して何を実現したいのか、高校と専門学校とで

共有する目標について簡潔に記載すること。 

 

 

○高校卒業段階までに目指す人材像・ビジョン 

※高校と専門学校の接続による取組の実施により、高校卒業段階において生徒がどのよ

うな状態にあることを目指すのかについて簡潔に記載すること。 

 

 

○専門学校卒業段階までに目指す人材像・ビジョン 

※高校と専門学校の接続による取組の実施により、専門学校卒業段階において学生がど

のような状態にあることを目指すのかについて簡潔に記載すること。 

 

（各１２０文字以内） 
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 （２）当該教育プログラムが必要な背景について 

※申請する分野や職種において、現在どの様な課題があるのか、その課題を踏まえたどの

様な解決策が想定され、開発する高・専一貫のプログラムがその解決策にどの程度有効

であるのかについての仮説を具体的なデータや根拠を示しながら記載すること。（事業実

施分野において、今後どのような変化が起こる見込みがあるのか、変化を踏まえるとどの

ような人材が必要となるのか、当該人材の育成をどのように専修学校が担っていくのか、

当該人材には今後どのような知識・技術を具体的に身に付けさせる必要があるのかを分

析し記載すること。） 
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 （３）開発する教育プログラムの概要 

 ⅰ）名称 

 

 

 ⅱ）内容 

※開発する高・専一貫の教育プログラムの全体像を具体的かつ明確に記載してください。 

 

※教育カリキュラム・プログラムの開発に当たって、構成する科目全てを一から開発する

必要はなく、既存のカリキュラム・プログラムに含まれる科目の改訂、廃止及び新規科目

の追加により作成して構いません。 

 ただし、既存科目も含めた教育カリキュラム・プログラムの全体像を記載していただくとと

もに、どの部分が既存で、どの部分が今回改定及び新規開発する部分なのか分かるよ

うにしてください。 

 

※複数年度で取り組む場合には、どの部分をどの年度に開発する予定なのか分かるよう

にしてください。 

 

※これまで受託予定者が実施してきた既存の教育内容や、他の教育機関又は民間教育

事業者が実施している既存の教育プログラムでは背景で示した人材育成に対応できな

い理由を明確に記載するとともに、開発する教育プログラムのどのような点において新

規性があるのかを記載してください。 
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（４）具体的な取組 

 ⅰ）計画の全体像 

※（１）ⅱ）目指すべき人材像に記載した内容を踏まえ、それを実現するために最終年度

までに各年度にどのような取組を実施するのか年次計画を記載すること。 
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 ⅱ）今年度の具体的活動 

○実施事項 

 

※今年度に取り組む内容について、具体的に記載してください。 

 

※記載に当たっては、昨年度の取組の成果や課題についても記載し、それらを踏まえて

今年度どのように取り組むのかを記載してください（昨年度から継続して受託している

団体のみ） 

 

※活動の対象となる高等学校及び専門学校それぞれにＫＰＩ（Key Performance Indicator

／成果指標又は重要業績指標）を設定し、目標値を記載すること。 

  （すべての学校について共通する KPI とすることも差し支えないが、目標値の設定に当

たっては各学校の状況等を踏まえ、適切に設定すること。） 

 

※会議や調査、実証講座を実施する場合には、次ページ以降の記載例を参考にしてくだ

さい。 

 

※「ⅱ）今年度の具体的活動」に記載した事項（次ページ以降の会議や調査、実証事業等

を含む）に関する具体的な実施スケジュールについては、別紙１にておおよその時期を

明らかにすること。 
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○事業を推進する上で設置する会議 ※複数の会議を設置する場合には、欄を適宜追加して記載すること。 

会議名

① 
 

目的・

役割 
 

検討の 

具体的

内容 

 

委員数        人 開催頻度 回 

 

△△委員会の構成員（委員） 

氏名 所属・職名 役割等 内諾 都道府県名 旅費 

１       

２       

３       

４       

５       

６       

７       

８       

９       

10       

※会議開催に当たり旅費の支給対象となる者には、旅費欄に「○」を記入すること 
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○事業を推進する上で実施する調査 ※複数の調査を設置する場合には、適宜追加して記載すること。 

調 査 名  

調 査 目 的  

調 査 対 象  

調 査 手 法  

調 査 項 目  

分 析 内 容 

（集計項目） 

 

開 発 す る 

プログラムに

どのように反

映 す る か 

（活用手法） 

 

※上記は最小限の項目例であり、必要に応じて追加することは差し支えない。 

※上記の項目が含まれていれば、上記表形式以外の記載とすることは差し支えない。 

 

○開発に際して実施する実証講座・授業の概要  

実 証 講 座 

の 対 象 者 

※高校生、専門学校生を対象とする場合は、実施する対象学科につい

ても記載すること 

期 間 

（日数・コマ数） 

 

実 施 手 法  

 

 

 

想 定 さ れ る 

受 講 者 数 
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 ⅲ）開発する教育プログラムの検証 

 

※開発する教育プログラムの効果を検証するに当たって、実証講座の受講者からの評

価、並びに教育プログラムの開発に携わった企業・業界団体等又は第三者である企業・

団体等からの評価をどのように取り込む体制となっているかを具体的に記載してくださ

い。 

その際、具体的にどのような観点から、どのようなデータを取ることにより、教育プログラ

ムの効果に関する評価が可能になるかを併せて記載してください。 

   

※検証に当たっては、「満足した」や「ためになった」など受講者の主観的なものにならな

いよう注意し、教育カリキュラム・プログラムの評価基準など根拠となる指標に基づく評

価を活用することなどにより、客観的なデータに基づいて教育カリキュラム・プログラム

の有効性を示せるような取組としてください。 

 

※検証に当たっては、上記の教育効果の検証に加えて、受託予定者以外の機関におい

ての導入可能性についても記載すること。 

 

 

  



12 
 

（５）事業実施に伴うアウトプット（成果物） 

 

※アウトプットの概要を具体的かつ明確に記載すること。 

 

※複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと各年度のアウトプットの双方がわ

かるように記載してください。 

 

※本事業終了時の目標レベルを設定し、中途退学者数の減少や目的意識を持って入学

してくる生徒の増加、合格率の低い資格の取得者の増加、地元企業への就職率の増加

など定量的など、ＫＰＩ（Key Performance Indicator／成果指標又は重要業績指標）を定

め、事業終了後の目指すべき指標を明示すること。 
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（６）事業実施によって達成する成果及び測定指標 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値    － － 

達成度 ％   － － 

（上記 KPI の測定手法） 

※簡潔に記載すること。対象者及び人数、手法、実施時期等を記載すること（以下同じ）。 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値    － － 

達成度 ％   － － 

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値    － － 

達成度 ％   － － 

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値    － － 

達成度 ％   － － 

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値    － － 

達成度 ％   － － 

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

※「単位」欄には KPI として設定した指標に関する測定単位（「個」、「人」、「％」など） 

※「達成度」欄については、当該年度の目標値に対する実績値の割合を算出して記載す

ること。 
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（７）本事業終了後※の成果の活用方針・手法 

 

※提案年度ではなく、開発終了後３年程度までの期間を想定して記載すること。 

 

※本事業における成果、どのように活用することを検討（開発する教育プログラムの導入

に向けた手順を整理するなど）しているのか。また他の職業分野での応用やカリキュラ

ムの改訂の見通しについて、具体的に記載すること。 

 

※事業期間終了後におけるフォローアップ体制・方法についても具体的に記載すること。 
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（様式２―２）（別紙１） 

今年度の取組に関する年間スケジュール 

 

 取組内容① 取組内容② 取組内容③ 取組内容④ 取組内容⑤ 

取組内容を記載 取組内容を記載 取組内容を記載 取組内容を記載 取組内容を記載 

4 月 

     

5 月 

     

6 月 

     

7 月 

     

8 月 

     

9 月 

     

10 月 

     

11 月 

     

12 月 

     

1 月 

     

2 月 

     

3 月 

     

  

※今年度に取り組む内容について、取り組む内容ごとに、大まかな内

容と実施時期を記載してください。 

 

（例） 

 取組内容：○○検討会議、○○実証講座、○○調査など 

 それぞれ取り組む内容を簡単に該当する月に記載。 

 

※継続して取り組む内容については、矢印等を使って示していただい

て構いません。 

 

※会議や調査、実証講座等、「ⅱ）今年度の具体的活動」欄に記載した

取組につき、おおよその実施時期等を記載してください。 

 

※1 枚に収まらない場合は、次ページ以降に本表を複製して記載いた

だいて構いません。 

 

※本表の記載に当たっては、この説明用のテキストボックスを削除して

構いません。 
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（様式２－２）（別紙２） 

再委託について 

 

（１）再委託 

※本様式は、該当がある場合のみ作成すること。 

事業名  

再委託先 
企業名  

住 所  

再委託の必要性 

 

再委託を行う業務内容 

 

所要額 円  

 

 

 

 

 

内 訳 

 

 

 

 

 
 

経費額 経費積算 

人件費 円 

 

諸謝金 円   

旅費 円   

借損料 円   

消耗品費 円   

会議費 円   

通信運搬費 円   

雑役務費 円   

保険料 円   

一般管理費 円   

再委託費 円   

合計 円   
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（２）履行体制に関する事項 

※再委託の相手方がさらに再委託を行うなど複数の段階で再委託が行われるときに記載すること。 

 

再々委託の相手方の住所及び

氏名 

 

再々委託を行う業務の範囲  

 

 



所要経費 （単位：円）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

再 委 託 費

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

諸 謝 金

旅 費

借 損 料

消 耗 品 費
（図書購入費含む）

会 議 費

通 信 運 搬 費

雑 役 務 費
（印刷製本費 等）

所要経費一覧表

事業名

団体名

合 計

事 業 費

経 費 項 目

予算額

人 件 費
（消費税相当額を含む）

小 項 目

保 険 料

　

　

備　　　考



※該当する場合のみ提出する。

事業名

団体名

算出率

算出率

算出率

設定率

算出額 0 ※（人件費＋事業費）×設定率

　　算出率（％）＝管理費／（総事業費－間接事業費）×１００
　　＊収支計算書から算出すること。

　　（学校法人又は準学校法人）

　　算出率（％）＝｛（人件費－教員人件費）＋管理経費｝／事業活動支出の部※１合計×１００
　　（※1）学校法人会計基準改正前の年度に当たっては、消費支出の部と読み替えること。

10.00% ※①～③の算出率のうち、最も低い率

　　（財団法人又は社団法人）

① １０％（設定率の上限）

10.00%

②
法人が整備している受託規定に定められた率

③
直近の事業年度の損益計算書及び収支計算書等による法人の支出の額
に占める管理費の率

　※上記③の算出式

※規定がある場合は、別添のうえ、当該率を入力。規定のない場合は入力せず、③を算出し記載すること。

下記①～③の率から、最も低い率を当該事業における一般管理費の率とし、精算時
においてもこの率を用いる。

一般管理費設定率の決定調書

　

　

設定率の比較



（単位：円）

小項目 摘　　　　　要 単位 単位 参考資料№

0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
賃金 × × ＠ 円 ＝ 0円
人件費付帯経費 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
消費税相当額 （不）非課税経費×消費税率 × × 10% ＝ 0円

インボイス影響額-経過措置の適用:有 × × 2% ＝ 0円
インボイス影響額-経過措置の適用:無 × × 10% ＝ 0円

諸 謝 金 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
委員会出席謝金等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

旅 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
委員会出席旅費等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

 × × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

借 損 料 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
会場借料等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

消 耗 品 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
ＣＤ－ＲＯＭ等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（物品名を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

会 議 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
お茶代等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

通信運搬費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
開催通知等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

雑 役 務 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
印刷、広告等 × × ＠ 円 ＝ 0円
派遣契約等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

保 険 料 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
傷害保険（講師） × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

0円 設定率 10.00%

0円 再委託を行うもの × × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

0円
（注１）　行が足りない場合は、適宜追加してもよい。（行の書式はそろえること）
（注２）　単価の出せないものは、追加行に事項と金額を入力し、見積書等内訳を添付すること。
（注３）　Ａ４紙に印刷し提出すること。（文字の判読が困難となる場合は複数ページに渡っても差し支えない）

事業名

団体名 　

　

必　要　経　費　内　訳　表

経 費 項 目
金　　額

積　　算　　内　　訳

単価

人 件 費

人数等 数量

事 業 費

一 般 管 理 費

再 委 託 費

合 計



 

（様式２－３） 

令和○年度 番号 

 

   年  月  日 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 事業計画書 

 

 

 

文部科学省  ○○○○局長  殿 

 

 

 

所 在 地 

      法 人 名 

      代 表 者 

      職 氏 名                

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 に関する 

事業計画書の提出について 

 

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」について、事業計画書を提出し

ます。 
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令和○年度 番号 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 事業計画書 

 

１ 委託事業の内容 

分野横断連絡調整会議 

 

 

２ 事業名 

 

 

３ 代表機関 

■代表機関（申請法人）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■事業責任者（事業全体の統括責任者）    ■事務担当者（文部科学省との連絡担当者） 

職名 
  

職名 
 

氏名  氏名  

電話番号  電話番号  

Ｅ－ｍａｉｌ  Ｅ－ｍａｉｌ  

法人名  

代表者名  

所在地  



2 

４ 構成機関・構成員等 

 （１）教育機関 

名称 役割等 内諾 都道府県名 

１     

２     

３     

４     

５     

６     

７     

８     

９     

10     

11     

12     

※内諾済の場合には、内諾欄に「○」を記入（以下同じ） 

※「役割等」においては、同一の役割を複数の機関で分担する場合、主担当となる機関の同

欄に「◎」を記載すること（以下同じ） 

※行が足りない場合は適宜追加して記載すること（以下同じ） 

 

 （２）企業・団体 

名称 役割等 内諾 都道府県名 

１     

２     

３     

４     

５     

 

 （３）行政機関・その他 

名称 役割等 内諾 都道府県名 

１     

２     

３     
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（４）事業の実施体制（イメージ） 

※事業を推進するために構築する連携機関を含めた体制を記載すること｡ 

 

（５）各機関の役割・協力事項について 

 

○教育機関 

 

 

 

 

 

○企業・団体 

 

 

 

 

 

○行政機関・その他 
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５ 事業の内容等 

 （１）各取組の進捗管理に係る方策、工夫 

※「専修学校と業界団体等との連携による DX 人材養成プログラム」または「専門学校と高

等学校の有機的連携プログラムの開発・実証」のいずれかについて、各事業に取り組

む受託団体の進捗を確認し、プロジェクトごとの質の均衡を図るための方策や工夫など

について記載すること。 

 

※各取組についての課題を把握、集約し、解決策を提示するための工夫について記載す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５４０文字以内） 

 

 （２）各取組における成果の体系化、普及・定着方策の立案・実践 

※各取組によってまとめられる実証研究結果を、他の専修学校が活用しやすいよう、分野

毎の類型や指導方法毎の類型に分類し、体系的に整理する方策を現時点の見込みか

ら記載する。 

 

※各取組から得られる様々なデータを分析し、成果として対外的にわかりやすく発信する

方策を記載すること。 

 

※立案した同方策のうち、実施する一部の方策を記載する。 
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（３）具体的な取組 

ⅰ）計画の全体像 

※１年目は普及定着方策の検討・実施、各取組間の連絡調整、２年目は各取組間の連絡

調整・助言、諸外国等の動向調査、3 年目は各取組における成果のとりまとめなど、具

体的に実施する内容を示しつつ、流れがわかるように記載すること。 
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ⅱ）今年度の具体的活動 

※今年度に取り組む内容について、具体的に記載してください。 

 

※記載に当たっては、昨年度の取組の成果や課題についても記載し、それらを踏まえて

今年度どのように取り組むのかを記載してください（昨年度から継続して受託している団

体のみ） 

 

 

※会議や調査、実証講座を実施する場合には次ページ以降の記載例を参考にしてくださ

い。 

 

※「ⅱ）今年度の具体的活動」に記載した事項（次ページ以降の会議や調査、実証事業等

を含む）に関する具体的な実施スケジュールについては、別紙１にておおよその時期を

明らかにすること。 
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○事業を推進する上で設置する会議 ※複数の会議を設置する場合には、欄を適宜追加して記載すること。 

会議名

① 
 

目的・

役割 
 

検討の 

具体的

内容 

 

委員数        人 開催頻度 回 

 

△△委員会の構成員（委員） 

氏名 所属・職名 役割等 内諾 都道府県名 旅費 

１       

２       

３       

４       

５       

６       

７       

８       

９       

10       

※会議開催に当たり旅費の支給対象となる者には、旅費欄に「○」を記入すること 
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○事業を推進する上で実施する調査 ※複数の調査を設置する場合には、適宜追加して記載すること。 

調 査 名  

調 査 目 的  

調 査 対 象  

調 査 手 法  

調 査 項 目  

分 析 内 容 

（集計項目） 

 

どのように活

用 す る か 

（活用手法） 

 

※上記は最小限の項目例であり、必要に応じて追加することは差し支えない。 

※上記の項目が含まれていれば、上記表形式以外の記載とすることは差し支えない。 
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（４）事業実施に伴うアウトプット（成果物） 

※アウトプットの概要を具体的かつ明確に記載すること。 

 

※複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと各年度のアウトプットの双方がわ

かるように記載すること。 

 

※専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証における成果の体系化、普

及・定着方策の検討における記載も踏まえた記載とすること。 

 

※複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと各年度のアウトプットの双方がわ

かるように記載してください。 
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（５）事業実施によって達成する成果及び測定指標 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 

令 和 

○年度 

令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

※簡潔に記載すること。対象者及び人数、手法、実施時期等を記載すること（以下同じ）。 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

※「単位」欄には KPI として設定した指標に関する測定単位（「個」、「人」、「％」など） 

※「達成度」欄については、当該年度の目標値に対する実績値の割合を算出して記載す

ること。 
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（様式２―３）（別紙１） 

今年度の取組に関する年間スケジュール 

 

 取組内容① 取組内容② 取組内容③ 取組内容④ 取組内容⑤ 

取組内容を記載 取組内容を記載 取組内容を記載 取組内容を記載 取組内容を記載 

4 月 

     

5 月 

     

6 月 

     

7 月 

     

8 月 

     

9 月 

     

10 月 

     

11 月 

     

12 月 

     

1 月 

     

2 月 

     

3 月 

     

  

※今年度に取り組む内容について、取り組む内容ごとに、大まかな内

容と実施時期を記載してください。 

 

（例） 

 取組内容：○○検討会議、○○実証講座、○○調査など 

 それぞれ取り組む内容を簡単に該当する月に記載。 

 

※継続して取り組む内容については、矢印等を使って示していただい

て構いません。 

 

※会議や調査、実証講座等、「ⅱ）今年度の具体的活動」欄に記載した

取組につき、おおよその実施時期等を記載してください。 

 

※1 枚に収まらない場合は、次ページ以降に本表を複製して記載いた

だいて構いません。 

 

※本表の記載に当たっては、この説明用のテキストボックスを削除して

構いません。 
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（様式２－３）（別紙２） 

再委託について 

 

（１）再委託 

※本様式は、該当がある場合のみ作成すること。 

事業名  

再委託先 
企業名  

住 所  

再委託の必要性 

 

再委託を行う業務内容 

 

所要額 円  

 

 

 

 

 

内 訳 

 

 

 

 

 
 

経費額 経費積算 

人件費 円 

 

諸謝金 円   

旅費 円   

借損料 円   

消耗品費 円   

会議費 円   

通信運搬費 円   

雑役務費 円   

保険料 円   

一般管理費 円   

再委託費 円   

合計 円   
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（２）履行体制に関する事項 

※再委託の相手方がさらに再委託を行うなど複数の段階で再委託が行われるときに記載すること。 

 

再々委託の相手方の住所及び

氏名 

 

再々委託を行う業務の範囲  

 

 



所要経費 （単位：円）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

再 委 託 費

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

諸 謝 金

旅 費

借 損 料

消 耗 品 費
（図書購入費含む）

会 議 費

通 信 運 搬 費

雑 役 務 費
（印刷製本費 等）

所要経費一覧表

事業名

団体名

合 計

事 業 費

経 費 項 目

予算額

人 件 費
（消費税相当額を含む）

小 項 目

保 険 料

　

　

備　　　考



※該当する場合のみ提出する。

事業名

団体名

算出率

算出率

算出率

設定率

算出額 0 ※（人件費＋事業費）×設定率

　　算出率（％）＝管理費／（総事業費－間接事業費）×１００
　　＊収支計算書から算出すること。

　　（学校法人又は準学校法人）

　　算出率（％）＝｛（人件費－教員人件費）＋管理経費｝／事業活動支出の部※１合計×１００
　　（※1）学校法人会計基準改正前の年度に当たっては、消費支出の部と読み替えること。

10.00% ※①～③の算出率のうち、最も低い率

　　（財団法人又は社団法人）

① １０％（設定率の上限）

10.00%

②
法人が整備している受託規定に定められた率

③
直近の事業年度の損益計算書及び収支計算書等による法人の支出の額
に占める管理費の率

　※上記③の算出式

※規定がある場合は、別添のうえ、当該率を入力。規定のない場合は入力せず、③を算出し記載すること。

下記①～③の率から、最も低い率を当該事業における一般管理費の率とし、精算時
においてもこの率を用いる。

一般管理費設定率の決定調書

　

　

設定率の比較



（単位：円）

小項目 摘　　　　　要 単位 単位 参考資料№

0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
賃金 × × ＠ 円 ＝ 0円
人件費付帯経費 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
消費税相当額 （不）非課税経費×消費税率 × × 10% ＝ 0円

インボイス影響額-経過措置の適用:有 × × 2% ＝ 0円
インボイス影響額-経過措置の適用:無 × × 10% ＝ 0円

諸 謝 金 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
委員会出席謝金等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

旅 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
委員会出席旅費等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

 × × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

借 損 料 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
会場借料等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

消 耗 品 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
ＣＤ－ＲＯＭ等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（物品名を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

会 議 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
お茶代等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

通信運搬費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
開催通知等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

雑 役 務 費 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
印刷、広告等 × × ＠ 円 ＝ 0円
派遣契約等 × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

保 険 料 0円 （例） × × ＠ 円 ＝ 0円
傷害保険（講師） × × ＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × × ＠ 円 ＝ 0円

× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

0円 設定率 10.00%

0円 再委託を行うもの × × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円
× × ＠ 円 ＝ 0円

0円
（注１）　行が足りない場合は、適宜追加してもよい。（行の書式はそろえること）
（注２）　単価の出せないものは、追加行に事項と金額を入力し、見積書等内訳を添付すること。
（注３）　Ａ４紙に印刷し提出すること。（文字の判読が困難となる場合は複数ページに渡っても差し支えない）

事業名

団体名 　

　

必　要　経　費　内　訳　表

経 費 項 目
金　　額

積　　算　　内　　訳

単価

人 件 費

人数等 数量

事 業 費

一 般 管 理 費

再 委 託 費

合 計



（様式３－１） 

令和○年度 番号 

 

   年  月  日 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 実績報告書 

 

 

 

文部科学省  ○○○○局長  殿 

 

 

 

所 在 地 

      法 人 名 

      （学校名） 

      代 表 者 

      職 氏 名                

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 に関する 

実績報告書の提出について 

 

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」について、実績報告書を提出し

ます。 
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令和○年度 番号 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 実績報告書 

 

１ 委託事業の内容 

専修学校と業界団体等との連携による DX 人材養成プログラム 

 

 

２ 事業名 

 

 

３ 分野 

 

 

４ 代表機関 

■代表機関（受託法人）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■事業責任者（事業全体の統括責任者）    ■事務担当者（文部科学省との連絡担当者） 

職名 
  

職名 
 

氏名  氏名  

電話番号  電話番号  

Ｅ－ｍａｉｌ  Ｅ－ｍａｉｌ  

法人名  

代表者名  

学校名  

所在地  
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５ 構成機関・構成員等 ※個人の場合は名称欄に氏名を記載すること 

 （１）教育機関 

名称 役割等 都道府県名 

１    

２    

３    

４    

５    

６    

７    

８    

９    

10    

11    

12    

※ 「役割等」においては、同一の役割を複数の機関で分担する場合、主担当となる機関の同

欄に「◎」を記載すること（以下同じ） 

※ 行が足りない場合は適宜追加して記載すること（以下同じ） 

 

 （２）企業・団体 

名称 役割等 都道府県名 

１    

２    

３    

４    

５    

 

 （３）行政機関・その他 

名称 役割等 都道府県名 

１    

２    

３    
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（４）事業の実施体制 

 

 

（５）各機関の役割・実際に得られた協力事項について 

 

○教育機関 

 

 

 

 

 

○企業・団体 

 

 

 

 

 

○行政機関・その他 
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６ 事業の内容等 

 （１）事業の趣旨・目的等について 

 ⅰ）事業の趣旨・目的 

 

 

 

 

ⅱ）学習ターゲット、目指す人材像／目指す成果 

○ターゲットとなる学習者の分野・職種 

 

 

 

○学習者が身に着けることを目指す知識・技能 

 

 

 

○目指す人材像／成果 

 

 

 

（各１２０文字以内） 

 ※ 「専修学校における DX 人材養成に係る調査研究」の場合は、「○目指す人材像／成果」

欄に、調査結果から得ようとする成果について記載すること（それ以外の項目の記載は不

要）。 
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（２）開発した教育カリキュラム・プログラム／調査研究の概要 

ⅰ）名称 

 

 

ⅱ）内容 

○開発する教育カリキュラム・プログラム／実施する調査研究の全体像 

 

※課題を解決するために開発する教育カリキュラム・プログラム／課題を明らかにするた

めに行う調査研究の全体像を具体的かつ明確に記載してください。 

 

※既存科目も含めた教育カリキュラム・プログラムの全体像を記載していただくとともに、

どの部分が既存か、どの部分を今年度作成したか、今後どこをどのように開発していく

予定なのか分かるようにしてください。 
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（３）具体的な取組 

ⅰ）計画の全体像 

※教育カリキュラム・プログラムの開発／調査研究の実施のために、最終年度までに各年

度にどのような取組を実施するのか、今年度に取り組んだ内容を反映させ、年次計画を

記載すること。 
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ⅱ）今年度の具体的活動 

 

○実施事項 

 

 

※今年度に取り組んだ内容について、具体的に記載すること。その際、取組を通して得ら

れた成果や、明らかとなった課題等について記載すること。 

 

※会議や調査、実証講座を実施する場合には次ページ以降の記載例を参考にすること。 
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○事業を推進する上で設置した会議 ※複数の会議を設置した場合には、欄を適宜追加して記載すること。 

会議名

① 
 

目的・

役割 
 

検討の 

具体的

内容 

 

委員数        人 開催頻度 回 

 

△△委員会の構成員（委員） 

氏名 所属・職名 役割等 都道府県名 旅費 

１      

２      

３      

４      

５      

６      

７      

８      

９      

10      

※会議開催に当たり旅費の支給対象となる者には、旅費欄に「○」を記入すること 
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○事業を推進する上で実施した調査 ※複数の調査を設置する場合には、適宜追加して記載すること。 

調 査 名  

調 査 目 的  

調 査 対 象  

調 査 手 法  

調 査 項 目  

分 析 内 容 

（集計項目） 

 

調 査 結 果  

開 発 す る 

カリキュラム

／ 

今 後 実 施 す

る 調 査 研 究

にどのように

反 映 す る か 

（活用手法） 

 

※上記は最小限の項目例であり、必要に応じて追加することは差し支えない。 

※上記の項目が含まれていれば、上記表形式以外の記載とすることは差し支えない。 
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○開発に際して実施した実証講座の概要  ※検証結果については、下記検証項目に記載 

実 証 講 座 

の 対 象 者 

 

期 間 

（日数・コマ数） 

 

実 施 手 法  

 

 

 

実 証 結 果  

受 講 者 数        人 （うち正規課程在学者○○人、 社会人○○人） 

※受講者数については、内数として「専修学校の正規課程在学者」及び「社会人（当該年

度の５月１日時点で職に就いている者もしくは企業等を退職した者及び主婦なども含む

（学校基本調査と同定義）） 

 

ⅳ）開発した教育カリキュラム・プログラム／調査研究結果の検証 

※開発した教育カリキュラム・プログラムの効果や導入／実施した調査研究結果の検証

をどのように行ったか、関係企業・業界団体等又は第三者である企業・団体等からの

評価がどのようだったか、また、評価をどのように教育カリキュラム・プログラムや調査

結果の分析に取り込んだか、取り込む予定なのか、具体的に記載してください。 
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（４）事業実施に伴うアウトプット（成果物） 

※シラバス、コマシラバス、教材、指導計画など、教育プログラムを構成するすべての項

目に関するアウトプットを具体的かつ明確に記載してください。 

 

※複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと各年度のアウトプットの双方がわ

かるように記載してください（当該年度に作成したアウトプットについては、詳細に記載し

てください）。 
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（５）事業実施によって達成する成果及び測定指標 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 

令 和 

○年度 

令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

※簡潔に記載すること。対象者及び人数、手法、実施時期等を記載すること（以下同じ）。 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

※「単位」欄には KPI として設定した指標に関する測定単位（「個」、「人」、「％」など） 

※「達成度」欄については、当該年度の目標値に対する実績値の割合を算出して記載す

ること。 
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（６）本事業終了後※の成果の活用方針・手法 

※今年度ではなく、開発終了後３年程度までの期間を想定して記載してください。 

 

※具体の導入予定があれば、自校、他の専修学校、その他の団体別に具体的な導入予

定年度と学校名、科目名を記載すること。 
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（様式３－１）（別紙） 

再委託について 

 

（１）再委託 

※本様式は、該当がある場合のみ作成すること。 

事業名  

再委託先 
企業名  

住 所  

再委託の必要性 

 

再委託を行う業務内容 

 

所要額 円  

 

 

 

 

 

内 訳 

 

 

 

 

 
 

経費額 経費積算 

人件費 円 

 

諸謝金 円   

旅費 円   

借損料 円   

消耗品費 円   

会議費 円   

通信運搬費 円   

雑役務費 円   

保険料 円   

一般管理費 円   

再委託費 円  

合計 円   
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（２）履行体制に関する事項 

※再委託の相手方がさらに再委託を行うなど複数の段階で再委託が行われるときに記載すること。 

 

再々委託の相手方の住所及び

氏名 

 

再々委託を行う業務の範囲  

 

 



１．収入の部 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 摘 要

0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0

通 信 運 搬 費

雑 役 務 費
（ 印 刷 製 本 費 等 ）

保 険 料

事業名

団体名

　

　

自己調達額

委託費の額

その他の額

小 項 目

諸 謝 金

旅 費

借 損 料

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 等 ）

会 議 費

収支精算書

一 般 管 理 費
（ 設 定 率 を 入 力 ↓ ） 0 0 0

10.0%

収支

２．支出の部 （単位：円）

経 費 項 目
予算額

（事業計画額）
決算額 差額

費目

合計

人 件 費
（消費税相当額を含む）

合 計

再 委 託 費

事 業 費



事業名

法人名

算出率

算出率

算出率

設定率

算出額 0 ※（人件費＋事業費）×設定率

　　算出率（％）＝管理費／（総事業費－間接事業費）×１００
　　＊収支計算書から算出すること。

　　（学校法人又は準学校法人）

　　算出率（％）＝｛（人件費－教員人件費）＋管理経費｝／消費支出の部合計×１００
　　＊消費収支計算書から算出すること。

10.00% ※①～③の算出率のうち、最も低い率

　　（財団法人又は社団法人）

① 10％（設定率の上限）

10.00%

②
法人が整備している受託規定に定められた率

③
直近の事業年度の損益計算書及び収支計算書等による法人の支出の額
に占める管理費の率

　※上記③の算出式

※規定がある場合は、別添のうえ、当該率を入力。規定のない場合は入力せず、③を算出し記載すること。

下記①～③の率から、最も低い率を当該事業における一般管理費の率とし、精算時
においてもこの率を用いる。

一般管理費設定率の決定調書

　

　

設定率の比較



（単位：円）

小項目 摘　　　　　要 単位 単位
番
号

0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
賃金 × ×＠ 円 ＝ 0円
人件費付帯経費 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
消費税相当額 （不）非課税経費×消費税率 × × 10% ＝ 0円

インボイス影響額-経過措置の適用:有 × × 2% ＝ 0円
インボイス影響額-経過措置の適用:無 × × 10% ＝ 0円

諸 謝 金 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
委員会出席謝金等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

旅 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
委員会出席旅費等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

借 損 料 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
会場借料等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

消 耗 品 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
ＣＤ－ＲＯＭ等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（物品名を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

会 議 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
お茶代等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

通信運搬費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
開催通知等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

雑 役 務 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
印刷、広告等 × ×＠ 円 ＝ 0円
派遣契約等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

保 険 料 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
傷害保険（講師） × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

0円 設定率 10.00%

再委託を行うもの × ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

0円
（注１）　行が足りない場合は、適宜追加してもよい。（行の書式はそろえるとともに、合計額の計算式の範囲に留意すること）
（注２）　単価の出せないものは、追加行に事項と金額を入力し、見積書等内訳を添付すること。
（注３）　Ａ４紙に印刷し提出すること。

合 計

0円再 委 託 費

一 般 管 理 費

事 業 費

人 件 費

必　要　経　費　内　訳　表

経 費 項 目
金　　額

積　　算　　内　　訳

人数等 数量 単価

事業名 　

団体名 　



 

（様式３－２） 

令和○年度 番号 

 

   年  月  日 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 実績報告書 

 

 

 

文部科学省  ○○○○局長  殿 

 

 

 

所 在 地 

      法 人 名 

      （学校名） 

      代 表 者 

      職 氏 名                

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 に関する 

実績報告書の提出について 

 

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」について、実績報告書を提出し

ます。 
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令和○年度 番号 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 実績報告書 

 

１ 委託事業の内容 

専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証 

 

 

２ 事業名 

 

 

３ 分野 

 

 

４ 代表機関 

■代表機関（受託法人）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■事業責任者（事業全体の統括責任者）    ■事務担当者（文部科学省との連絡担当者） 

職名 
  

職名 
 

氏名  氏名  

電話番号  電話番号  

Ｅ－ｍａｉｌ  Ｅ－ｍａｉｌ  

法人名  

代表者名  

学校名  

所在地  
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５ 構成機関・構成員等 ※個人の場合は名称欄に氏名を記載すること 

 （１）高等学校 

名称 役割等 都道府県名 

１    

２    

３    

※「名称・学科」欄には、国公私立の別、高等学校の名称、学科（普通科、工業科、商業科等）

を記載すること。なお、通信制の場合はその旨を明示すること。 

※ 「役割等」においては、同一の役割を複数の機関で分担する場合、主担当となる機関の

同欄に「◎」を記載すること（以下同じ） 

※ 行が足りない場合は適宜追加して記載すること（以下同じ） 

 

 （２）行政機関 

名称 役割等 都道府県名 

１    

２    

３    

 

 （３）専門学校 

名称 役割等 都道府県名 

１    

２    

３    

 

 （４）企業 

名称 役割等 都道府県名 

１    

２    

３    

 

（５）コーディネーター 

名称 所属・職名 都道府県名 

１    

２    
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 （６）事業の実施体制 

 

 

 （７）各機関の役割・実際に得られた協力事項について 

 

○高等学校 

 

 

 

 

○行政機関 

 

 

 

 

○専門学校 

 

 

 

 

〇企業 

 

 

 

  



4 

６ 事業の内容等 

 （１）事業の趣旨・目的等について 

 ⅰ）事業の趣旨・目的 

 

 

 

ⅱ）目指すべき人材像 

○高校及び専門学校で共有する目標・人材像・ビジョン 

※高校と専門学校の接続による取組を通して何を実現したいのか、高校と専門学校とで

共有する目標について簡潔に記載すること。 

 

 

○高校卒業段階までに目指す人材像・ビジョン 

※高校と専門学校の接続による取組の実施により、高校卒業段階において生徒がどのよ

うな状態にあることを目指すのかについて簡潔に記載すること。 

 

 

○専門学校卒業段階までに目指す人材像・ビジョン 

※高校と専門学校の接続による取組の実施により、専門学校卒業段階において学生がど

のような状態にあることを目指すのかについて簡潔に記載すること。 

 

（各１２０文字以内） 
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 （２）開発した教育プログラムの概要 

 ⅰ）名称 

 

 

 ⅱ）内容 

※開発した教育カリキュラム・プログラムの全体像を具体的かつ明確に記載してください。 

 

※既存科目も含めた教育カリキュラム・プログラムの全体像を記載していただくとともに、

どの部分が既存か、どの部分を今年度作成したか、今後どこをどのように開発していく

予定なのか分かるようにしてください。 
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 （３）具体的な取組 

ⅰ）計画の全体像 

※（１）ⅱ）目指すべき人材像に記載した内容を踏まえ、それを実現するために最終年度

までに各年度にどのような取組を実施するのか年次計画を記載すること。 
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ⅱ）今年度の具体的活動 

 

○実施事項 

 

※今年度に取り組む内容について、具体的に記載してください。 

 

※記載に当たっては、昨年度の取組の成果や課題についても記載し、それらを踏まえて

今年度どのように取り組むのかを記載してください（昨年度から継続して受託している団

体のみ） 

 

※活動の対象となる高等学校及び専門学校それぞれにＫＰＩ（Key Performance Indicator

／成果指標又は重要業績指標）を設定し、目標値を記載すること。 

  （すべての学校について共通する KPI とすることも差し支えないが、目標値の設定に当

たっては各学校の状況等を踏まえ、適切に設定すること。） 

 

※会議や調査、実証講座を実施する場合には、次ページ以降の記載例を参考にしてくだ

さい。 
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○事業を推進する上で設置した会議 ※複数の会議を設置した場合には、欄を適宜追加して記載すること。 

会議名

① 
 

目的・

役割 
 

検討の 

具体的

内容 

 

委員数        人 開催頻度 回 

 

△△委員会の構成員（委員） 

氏名 所属・職名 役割等 都道府県名 旅費 

１      

２      

３      

４      

５      

６      

７      

８      

９      

10      

※会議開催に当たり旅費の支給対象となる者には、旅費欄に「○」を記入すること 
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○事業を推進する上で実施した調査 ※複数の調査を設置する場合には、適宜追加して記載すること。 

調 査 名  

調 査 目 的  

調 査 対 象  

調 査 手 法  

調 査 項 目  

分 析 内 容 

（集計項目） 

 

調 査 結 果  

開発する（し

た）教育プロ

グラムにどの

ように反映す

る（した）か（活

用手法） 

 

※上記は最小限の項目例であり、必要に応じて追加することは差し支えない。 

※上記の項目が含まれていれば、上記表形式以外の記載とすることは差し支えない。 
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○開発に際して実施した実証講座の概要  ※検証結果については、下記検証項目に記載 

実 証 講 座 

の 対 象 者 

 

期 間 

（日数・コマ数） 

 

実 施 手 法  

 

 

 

実 証 結 果  

受 講 者 数        人 （うち正規課程在学者○○人、 社会人○○人） 

※受講者数については、内数として「専修学校の正規課程在学者」及び「社会人（当該年

度の５月１日時点で職に就いている者もしくは企業等を退職した者及び主婦なども含む

（学校基本調査と同定義）） 

 

ⅳ）開発した教育プログラムの検証 

※開発した教育カリキュラム・プログラムの効果や導入の検証をどのように行ったか、実

証講座の受講者からの評価、並びに教育プログラムの開発に携わった企業・業界団体

等又は第三者である企業・団体等からの評価がどのようだったか、また、評価をどのよう

に教育カリキュラム・プログラムに取り込んだか、取り込む予定なのか、具体的に記載し

てください。 

その際、具体的にどのような観点から、どのようなデータを取ることにより、教育プログラ

ムの効果に関する評価が可能になるかを併せて記載してください。 

   

※検証に当たっては、「満足した」や「ためになった」など受講者の主観的なものにならな

いよう注意し、教育カリキュラム・プログラムの評価基準など根拠となる指標に基づく評

価を活用することなどにより、客観的なデータに基づいて教育カリキュラム・プログラムの

有効性を示せるような取組であること。 

 

※検証に当たっては、上記の教育効果の検証に加えて、受託予定者以外の機関におい

ての導入可能性についても記載すること。 
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（４）事業実施に伴うアウトプット（成果物） 

※シラバス、コマシラバス、教材、指導計画など、教育プログラムを構成するすべての項

目に関するアウトプットを具体的かつ明確に記載してください。 

 

※複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと各年度のアウトプットの双方がわ

かるように記載してください（当該年度に作成したアウトプットについては、詳細に記載

してください）。 

 

※中途退学者数の減少や目的意識を持って入学してくる生徒の増加、合格率の低い資

格の取得者の増加、地元企業への就職率の増加など定量的など、設定したＫＰＩ（Key 

Performance Indicator／成果指標又は重要業績指標）の達成状況とその見込みにつ

いて記載すること。 
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（５）事業実施によって達成する成果及び測定指標 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値     － 

達成度 ％    － 

（上記 KPI の測定手法） 

※簡潔に記載すること。対象者及び人数、手法、実施時期等を記載すること（以下同じ）。 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値     － 

達成度 ％    － 

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値     － 

達成度 ％    － 

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値     － 

達成度 ％    － 

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 
前年度 今年度 

最終 

年度 

 

目標値      

実績値     － 

達成度 ％    － 

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

※「単位」欄には KPI として設定した指標に関する測定単位（「個」、「人」、「％」など） 

※「達成度」欄については、当該年度の目標値に対する実績値の割合を算出して記載す

ること。 
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（６）本事業終了後※の成果の活用方針・手法 

※今年度ではなく、開発終了後３年程度までの期間を想定して記載してください。 

 

※事業期間終了後におけるフォローアップ体制・方法についても具体的に記載し、具体

の導入予定があれば、自校、他の専修学校、その他の団体別に導入予定年度と学校

名、科目名を記載すること。 
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（様式３－２）（別紙） 

再委託について 

 

（１）再委託 

※本様式は、該当がある場合のみ作成すること。 

事業名  

再委託先 
企業名  

住 所  

再委託の必要性 

 

再委託を行う業務内容 

 

所要額 円  

 

 

 

 

 

内 訳 

 

 

 

 

 
 

経費額 経費積算 

人件費 円 

 

諸謝金 円   

旅費 円   

借損料 円   

消耗品費 円   

会議費 円   

通信運搬費 円   

雑役務費 円   

保険料 円   

一般管理費 円   

再委託費 円   

合計 円   
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（２）履行体制に関する事項 

※再委託の相手方がさらに再委託を行うなど複数の段階で再委託が行われるときに記載すること。 

 

再々委託の相手方の住所及び

氏名 

 

再々委託を行う業務の範囲  

 

 



１．収入の部 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 摘 要

0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0

通 信 運 搬 費

雑 役 務 費
（ 印 刷 製 本 費 等 ）

保 険 料

事業名

団体名

　

　

自己調達額

委託費の額

その他の額

小 項 目

諸 謝 金

旅 費

借 損 料

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 等 ）

会 議 費

収支精算書

一 般 管 理 費
（ 設 定 率 を 入 力 ↓ ） 0 0 0

10.0%

収支

２．支出の部 （単位：円）

経 費 項 目
予算額

（事業計画額）
決算額 差額

費目

合計

人 件 費
（消費税相当額を含む）

合 計

再 委 託 費

事 業 費



事業名

法人名

算出率

算出率

算出率

設定率

算出額 0 ※（人件費＋事業費）×設定率

　　算出率（％）＝管理費／（総事業費－間接事業費）×１００
　　＊収支計算書から算出すること。

　　（学校法人又は準学校法人）

　　算出率（％）＝｛（人件費－教員人件費）＋管理経費｝／消費支出の部合計×１００
　　＊消費収支計算書から算出すること。

10.00% ※①～③の算出率のうち、最も低い率

　　（財団法人又は社団法人）

① 10％（設定率の上限）

10.00%

②
法人が整備している受託規定に定められた率

③
直近の事業年度の損益計算書及び収支計算書等による法人の支出の額
に占める管理費の率

　※上記③の算出式

※規定がある場合は、別添のうえ、当該率を入力。規定のない場合は入力せず、③を算出し記載すること。

下記①～③の率から、最も低い率を当該事業における一般管理費の率とし、精算時
においてもこの率を用いる。

一般管理費設定率の決定調書

　

　

設定率の比較



（単位：円）

小項目 摘　　　　　要 単位 単位
番
号

0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
賃金 × ×＠ 円 ＝ 0円
人件費付帯経費 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
消費税相当額 （不）非課税経費×消費税率 × × 10% ＝ 0円

インボイス影響額-経過措置の適用:有 × × 2% ＝ 0円
インボイス影響額-経過措置の適用:無 × × 10% ＝ 0円

諸 謝 金 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
委員会出席謝金等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

旅 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
委員会出席旅費等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

借 損 料 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
会場借料等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

消 耗 品 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
ＣＤ－ＲＯＭ等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（物品名を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

会 議 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
お茶代等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

通信運搬費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
開催通知等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

雑 役 務 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
印刷、広告等 × ×＠ 円 ＝ 0円
派遣契約等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

保 険 料 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
傷害保険（講師） × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

0円 設定率 10.00%

再委託を行うもの × ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

0円
（注１）　行が足りない場合は、適宜追加してもよい。（行の書式はそろえるとともに、合計額の計算式の範囲に留意すること）
（注２）　単価の出せないものは、追加行に事項と金額を入力し、見積書等内訳を添付すること。
（注３）　Ａ４紙に印刷し提出すること。

合 計

0円再 委 託 費

一 般 管 理 費

事 業 費

人 件 費

必　要　経　費　内　訳　表

経 費 項 目
金　　額

積　　算　　内　　訳

人数等 数量 単価

事業名 　

団体名 　



（様式３－３） 

令和○年度 番号 

 

   年  月  日 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 実績報告書 

 

 

 

文部科学省  ○○○○局長  殿 

 

 

 

所 在 地 

      法 人 名 

      代 表 者 

      職 氏 名                

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 に関する 

実績報告書の提出について 

 

 

 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」について、実績報告書を提出し

ます。 
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令和○年度 番号 

 

令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 実績報告書 

 

１ 委託事業の内容 

分野横断連絡調整会議 

 

 

２ 事業名 

 

 

３ 代表機関 

■代表機関（受託法人）等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■事業責任者（事業全体の統括責任者）    ■事務担当者（文部科学省との連絡担当者） 

職名 
  

職名 
 

氏名  氏名  

電話番号  電話番号  

Ｅ－ｍａｉｌ  Ｅ－ｍａｉｌ  

法人名  

代表者名  

所在地  
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４ 構成機関・構成員等 ※個人の場合は名称欄に氏名を記載すること 

 （１）教育機関 

名称 役割等 都道府県名 

１    

２    

３    

４    

５    

６    

７    

８    

９    

10    

11    

12    

※ 「役割等」においては、同一の役割を複数の機関で分担する場合、主担当となる機関の

同欄に「◎」を記載すること（以下同じ） 

※ 行が足りない場合は適宜追加して記載すること（以下同じ） 

 

 （２）企業・団体 

名称 役割等 都道府県名 

１    

２    

３    

４    

５    

 

 （３）行政機関・その他 

名称 役割等 都道府県名 

１    

２    

３    
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 （４）事業の実施体制 

 

 

 （５）各機関の役割・実際に得られた協力事項について 

○教育機関 

 

 

 

 

 

○企業・団体 

 

 

 

 

 

○行政機関・その他 
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５ 事業の内容等 

 （１）各取組の進捗管理に係る方策、工夫 

※「専修学校と業界団体等との連携による DX 人材養成プログラム」または「専門学校と高

等学校の有機的連携プログラムの開発・実証」のいずれかについて、各事業に取り組

む受託団体の進捗を確認し、プロジェクトごとの質の均衡を図るための方策や工夫など

について記載すること。 

 

※各取組についての課題を把握、集約し、解決策を提示するための工夫について記載す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５４０文字以内） 

 

 

 （２）各取組における成果の体系化、普及・定着方策の立案・実践 

※各プロジェクトによってまとめられる実証研究結果を、他の専修学校が活用しやすいよ

う、分野毎の類型や指導方法毎の類型に分類し、体系的に整理する方策を記載する。 

 

※各プロジェクトから得られる様々なデータを分析し、成果として対外的にわかりやすく発

信する方策を記載すること。 

 

※立案した同方策のうち、実施する一部の方策を記載する。 
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 （３）具体的な取組 

ⅰ）計画の全体像 

※１年目は普及定着方策の検討・実施、各取組間の連絡調整、２年目は各取組間の連

絡調整・助言、諸外国等の動向調査、3 年目は各取組における成果のとりまとめなど、

具体的に実施する内容を示しつつ、今年度取組んだ内容を反映させ、流れがわかるよ

うに記載すること。 
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ⅱ）今年度の具体的活動 

※今年度に取り組んだ内容について、具体的に記載すること。その際、取組を通して得

られた成果や、明らかとなった課題等について記載してください。 

 

※会議や調査、実証講座を実施する場合には次ページ以降の記載例を参考にしてくだ

さい。 
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○事業を推進する上で設置した会議 ※複数の会議を設置した場合には、欄を適宜追加して記載すること。 

会議名

① 
 

目的・

役割 
 

検討の 

具体的

内容 

 

委員数        人 開催頻度 回 

 

△△委員会の構成員（委員） 

氏名 所属・職名 役割等 都道府県名 旅費 

１      

２      

３      

４      

５      

６      

７      

８      

９      

10      

※会議開催に当たり旅費の支給対象となる者には、旅費欄に「○」を記入すること 
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○事業を推進する上で実施した調査 ※複数の調査を設置する場合には、適宜追加して記載すること。 

調 査 名  

調 査 目 的  

調 査 対 象  

調 査 手 法  

調 査 項 目  

分 析 内 容 

（集計項目） 

 

調 査 結 果  

 

 

 

今後の活用

方 策 ・ 手 法 

 

※上記は最小限の項目例であり、必要に応じて追加することは差し支えない。 

※上記の項目が含まれていれば、上記表形式以外の記載とすることは差し支えない。 
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（４）事業実施に伴うアウトプット（成果物） 

※アウトプットの概要を具体的かつ明確に記載すること。 

 

※複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと各年度のアウトプットの双方がわ

かるように記載すること。 

 

※専門学校と高等学校の有機的連携プログラムの開発・実証における成果の体系化、

普及・定着方策の検討における記載も踏まえた記載とすること。 

 

※複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと各年度のアウトプットの双方がわ

かるように記載してください。 
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（５）事業実施によって達成する成果及び測定指標 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 

令 和 

○年度 

令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

※簡潔に記載すること。対象者及び人数、手法、実施時期等を記載すること（以下同じ）。 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

 KPI（成果測定指標）  単位 
事 業 

開始前 

令 和 

○年度 
令 和 

○年度 
令 和 

○年度 

 

目標値      

実績値      

達成度 ％     

（上記 KPI の測定手法） 

 

 

※事業計画書に記載した KPI の達成状況を示すこと。 なお、より適切と思われる KPI が

ある場合には、事業計画書には記載がなくても本報告書に追加して記載することは差し

支えない。 

※「単位」欄には KPI として設定した指標に関する測定単位（「個」、「人」、「％」など）、「達

成度」欄については当該年度の目標値に対する実績値の割合を算出して記載すること。 



11 

（様式３－３）（別紙） 

再委託について 

 

（１）再委託 

※本様式は、該当がある場合のみ作成すること。 

事業名  

再委託先 
企業名  

住 所  

再委託の必要性 

 

再委託を行う業務内容 

 

所要額 円  

 

 

 

 

 

内 訳 

 

 

 

 

 
 

経費額 経費積算 

人件費 円 

 

諸謝金 円   

旅費 円   

借損料 円   

消耗品費 円   

会議費 円   

通信運搬費 円   

雑役務費 円   

保険料 円   

一般管理費 円   

再委託費 円   

合計 円   
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（２）履行体制に関する事項 

※再委託の相手方がさらに再委託を行うなど複数の段階で再委託が行われるときに記載すること。 

 

再々委託の相手方の住所及び

氏名 

 

再々委託を行う業務の範囲  

 

 



１．収入の部 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 摘 要

0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0

通 信 運 搬 費

雑 役 務 費
（ 印 刷 製 本 費 等 ）

保 険 料

事業名

団体名

　

　

自己調達額

委託費の額

その他の額

小 項 目

諸 謝 金

旅 費

借 損 料

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 等 ）

会 議 費

収支精算書

一 般 管 理 費
（ 設 定 率 を 入 力 ↓ ） 0 0 0

10.0%

収支

２．支出の部 （単位：円）

経 費 項 目
予算額

（事業計画額）
決算額 差額

費目

合計

人 件 費
（消費税相当額を含む）

合 計

再 委 託 費

事 業 費



事業名

法人名

算出率

算出率

算出率

設定率

算出額 0 ※（人件費＋事業費）×設定率

　　算出率（％）＝管理費／（総事業費－間接事業費）×１００
　　＊収支計算書から算出すること。

　　（学校法人又は準学校法人）

　　算出率（％）＝｛（人件費－教員人件費）＋管理経費｝／消費支出の部合計×１００
　　＊消費収支計算書から算出すること。

10.00% ※①～③の算出率のうち、最も低い率

　　（財団法人又は社団法人）

① 10％（設定率の上限）

10.00%

②
法人が整備している受託規定に定められた率

③
直近の事業年度の損益計算書及び収支計算書等による法人の支出の額
に占める管理費の率

　※上記③の算出式

※規定がある場合は、別添のうえ、当該率を入力。規定のない場合は入力せず、③を算出し記載すること。

下記①～③の率から、最も低い率を当該事業における一般管理費の率とし、精算時
においてもこの率を用いる。

一般管理費設定率の決定調書

　

　

設定率の比較



（単位：円）

小項目 摘　　　　　要 単位 単位
番
号

0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
賃金 × ×＠ 円 ＝ 0円
人件費付帯経費 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
消費税相当額 （不）非課税経費×消費税率 × × 10% ＝ 0円

インボイス影響額-経過措置の適用:有 × × 2% ＝ 0円
インボイス影響額-経過措置の適用:無 × × 10% ＝ 0円

諸 謝 金 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
委員会出席謝金等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

旅 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
委員会出席旅費等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

借 損 料 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
会場借料等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

消 耗 品 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
ＣＤ－ＲＯＭ等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（物品名を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

会 議 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
お茶代等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

通信運搬費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
開催通知等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

雑 役 務 費 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
印刷、広告等 × ×＠ 円 ＝ 0円
派遣契約等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

保 険 料 0円 (例) × ×＠ 円 ＝ 0円
傷害保険（講師） × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

0円 設定率 10.00%

再委託を行うもの × ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

0円
（注１）　行が足りない場合は、適宜追加してもよい。（行の書式はそろえるとともに、合計額の計算式の範囲に留意すること）
（注２）　単価の出せないものは、追加行に事項と金額を入力し、見積書等内訳を添付すること。
（注３）　Ａ４紙に印刷し提出すること。

合 計

0円再 委 託 費

一 般 管 理 費

事 業 費

人 件 費

必　要　経　費　内　訳　表

経 費 項 目
金　　額

積　　算　　内　　訳

人数等 数量 単価

事業名 　

団体名 　



（様式４） 

○○文科○第○○○号 

令和○年○○月○○日 

 

 ○○○○法人 

 ○○○○ ○○○  殿 

 

支出負担行為担当官 

文部科学省○○○○局長 

○ ○ ○ ○  

 

 

 

委託費の額の確定について（通知） 

 

 

 

令和○年○月○○日付けで契約を締結した下記の委託事業については、令和○年○月○○日付けに

て提出された実績報告書に基づき審査した結果、下記のとおり確定したので通知します。 

 ついては、額を確認のうえ、「請求書（精算払）」を提出してください。 

  

 

 

記 

 

 

１．委託契約件名  令和○年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 

（取組事業名を記載） 

 

 

２．委託費確定額  金  ○○○○円（消費税を含む。） 
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